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令 和 ６ 年 第 ３ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 

開会の日時、場所 

 　年月日　　令和６年10月23日 (水曜日) 

 　開　会　　午前10時１分

 　散　会　　午後２時58分

 　場　所　　第７委員会室

本日の委員会に付した事件 

　１　令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県水道事業会計

      第３回議会 未処分利益剰余金の処分につい

      乙第14号議案 て 

  ２　令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県一般会計決算

      第３回議会 の認定について 

        認定第１号

 　３　令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県農業改良資金

        第３回議会 特別会計決算の認定について

  　　  認定第２号

　４  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県小規模企業者

       第３回議会 等設備導入資金特別会計決算の

  　    認定第３号 認定について

　５  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県中小企業振興

       第３回議会 資金特別会計決算の認定につい

  　    認定第４号 て

 　６  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県下地島空港特

        第３回議会 別会計決算の認定について

  　    認定第５号

 　７  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県母子父子寡婦

       第３回議会 福祉資金特別会計決算の認定に

  　    認定第６号 ついて

 　８  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県所有者不明土

       第３回議会 地管理特別会計決算の認定につ

  　    認定第７号 いて

 　９  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県沿岸漁業改善

       第３回議会 資金特別会計決算の認定につい

 　　　認定第８号 て

 　10　令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県中央卸売市場

       第３回議会 事業特別会計決算の認定につい

  　    認定第９号 て

 　11　令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県林業・木材産

       第３回議会 業改善資金特別会計決算の認定

  　    認定第10号 について

 　12　令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県中城湾港（新

       第３回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

        認定第11号 別会計決算の認定について

   13　令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県宜野湾港整備

       第３回議会 事業特別会計決算の認定につい

        認定第12号 て

 　14　令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県国際物流拠点

       第３回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

  　　  認定第13号 決算の認定について

 　15  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県産業振興基金

        第３回議会 特別会計決算の認定について

  　    認定第14号

 　16  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県中城湾港（新

       第３回議会 港地区）整備事業特別会計決算

  　    認定第15号 の認定について

 　17  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県中城湾港マリ

       第３回議会 ン・タウン特別会計決算の認定

  　    認定第16号 について

 　18  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県駐車場事業特

        第３回議会 別会計決算の認定について

  　    認定第17号

 　19  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県中城湾港（泡

       第３回議会 瀬地区）臨海部土地造成事業特

  　    認定第18号 別会計決算の認定について

 　20  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県公債管理特別

        第３回議会 会計決算の認定について

 　　　認定第19号 

 　21  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県国民健康保険

       第３回議会 事業特別会計決算の認定につい

  　　　認定第20号 て

 　22  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県病院事業会計

        第３回議会 決算の認定について

  　　　認定第21号

 　23  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県水道事業会計

        第３回議会 決算の認定について

  　　　認定第22号

 　24  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県工業用水道事

        第３回議会 業会計決算の認定について

  　　　認定第23号

 　25  令 和 ６ 年 令和５年度沖縄県流域下水道事

  
                                                                                    

決算特別委員会記録（第１号） 
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        第３回議会 業会計決算の認定について

 　　　認定第24号

出席委員 

　委 員 長　西　銘　啓史郎 

　副委員長　玉　城　健一郎 

　委　　員　宮　里　洋　史　　新　垣　善　之 

　　　　　　喜屋武　　　力　　小　渡　良太郎 

　　　　　　新　垣　淑　豊　　仲　里　全　孝 

　　　　　　仲　村　家　治　　米　須　清一郎 

　　　　　　幸　喜　　　愛　　次呂久　成　崇 

　　　　　　仲宗根　　　悟　　高　橋　　　真 

　　　　　　瀬　長　美佐雄　　当　山　勝　利 

　　　　　　大　田　　　守　 

欠席委員 

　　　　　　なし 

説明した者の職・氏名 

 　土 木 建 築 部 長　　前　川　智　宏

 　会 計 管 理 者　　友　利　公　子

 　企 業 局 長　　宮　城　　　力

 　病 院 事 業 局 長　　本　竹　秀　光

 　代 表 監 査 委 員　　渡嘉敷　道　夫

3ii4 

○西銘啓史郎委員長  ただいまから、決算特別委員

 会を開会いたします。

　本日の説明員として、土木建築部長、会計管理者、

企業局長、病院事業局長及び代表監査委員の出席を

 求めております。

　令和６年第３回議会乙第14号議案の議決議案１件

及び令和６年第３回議会認定第１号から同認定第

 24号までの決算24件を一括して議題といたします。

  それでは、審査日程に従い、土木建築部長、会計

管理者、企業局長及び病院事業局長から決算の概要

説明、並びに代表監査委員から決算審査意見の概要

説明を聴取した後、会計管理者及び代表監査委員に

 対する質疑を行います。

　なお、土木建築部長、企業局長及び病院事業局長

に対する質疑は、調査を依頼しております各常任委

 員会において行われます。

  まず初めに、会計管理者から令和６年第３回議会

認定第１号から同認定第20号までの決算20件につい

 て概要説明を求めます。

 　友利公子会計管理者。

○友利公子会計管理者  ただいま議案となっており

ます認定第１号から第20号までの令和５年度沖縄県

一般会計決算及び特別会計決算について、その概要

 を御説明いたします。

　令和５年度沖縄県歳入歳出決算書につきましては、

ページ数が多いことから、説明資料として決算書の

抜粋を作成しておりますので、そちらを用いまして

 説明させていただきます。

　また、参考資料として令和５年度歳入歳出決算の

概要も掲載しておりますので、適宜、御参照くださ

 い。

　それでは、ただいまスマートディスカッションで

表示しました令和５年度一般会計・特別会計歳入歳

 出決算書（抜粋）を御覧ください。

 　資料のページは右端に付しております。

 　初めに、２ページを御覧ください。

　２ページは、一般会計の歳入歳出決算事項別明細

 書の歳入の総括表となっております。

　表側は、款別に１の県税から16の市町村たばこ税

県交付金まで、表頭は左から右に、予算現額、調定

額、収入済額、不納欠損額、収入未済額となってお

 ります。

　それでは、一番下の行の歳入合計欄で、御説明い

 たします。

　予算現額の計欄は9843億3635万312円に対し、その

２つ右、収入済額は8925億6147万8765円となってお

ります。予算現額に対する収入済額の割合は90.7％

 となっております。

　不納欠損額は３億2133万7175円となっております。

その主なものを款別に申し上げますと、14の諸収入

が１億5411万286円、１の県税が１億4582万7994円と

 なっております。

　収入未済額は31億8576万2051円となっており、そ

の主なものは、１の県税が20億9380万4383円、14の

 諸収入が５億6403万3654円となっております。

   ３ページを御覧ください。

　歳入歳出決算事項別明細書、歳出の総括表であり

 ます。

　表側は、款別に１の議会費から14の予備費まで、

表頭は左から右に、予算現額、支出済額、翌年度繰

 越額、不用額となっております。

　それでは、一番下の行の歳出合計欄で、御説明い

 たします。

　予算現額の計欄は9843億3635万312円に対し、支出

済額は8790億4644万6264円となっております。予算

現額に対する支出済額の割合は89.3％となっており

 ます。
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　翌年度繰越額は、繰越明許費が717億5483万9230 

円、事故繰越が21億2162万6573円となっております。 

　繰越明許費の主なものは、８の土木費が361億445万

9051円、６の農林水産業費が157億1929万5180円と

なっており、事故繰越の主なものは、８の土木費が

９億4268万9613円、６の農林水産業費が５億9811万

 6200円となっております。

　不用額は314億1343万8245円となっております。そ

の主なものは、４の衛生費が78億400万7112円、10 

 の教育費が54億3068万7596円となっております。

　次に、実質収支について御説明いたします。４ペー

 ジを御覧ください。

　一般会計の実質収支に関する調書で、単位は千円

 で表示しております。

　歳入総額8925億6147万9000円に対し、歳出総額 

 8790億4644万6000円となっております。

　歳入歳出差引額、いわゆる形式収支額は135億1503 

万3000円、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべ

き財源90億7666万4000円を差引いた実質収支額は、

 44億3836万8000円となります。

　次に、農業改良資金特別会計などの19の特別会計

 について、御説明いたします。

 　それでは、６ページを御覧ください。

　19の特別会計の歳入歳出決算事項別明細書の歳入

 の総括表となっております。

　表側は、会計別に１の農業改良資金特別会計から

19の国民健康保険事業特別会計までとなっておりま

 す。

　特別会計の歳入について、歳入合計欄で御説明い

 たします。７ページを御覧ください。

　予算現額の計欄は2609億9445万4100円に対し、収

入済額は2653億5240万7890円となっており、予算現

額に対する収入済額の割合は101.7％となっておりま

 す。

　不納欠損額は1448万9101円となっており、収入未

 済額は27億3442万836円となっております。

 　８ページを御覧ください。

　特別会計の歳入歳出決算事項別明細書の歳出の総

 括表となっております。

　歳出合計欄で御説明いたします。９ページを御覧

 ください。

　予算現額の計欄は2609億9445万4100円に対し、支

出済額は2569億2983万2336円となっており、予算現

額に対する支出済額の割合は98.4％となっておりま

 す。

　翌年度繰越額は、繰越明許費が１億3819万2140円

となっており、不用額は39億2642万9624円となって

 おります。

　以上で、令和６年第３回沖縄県議会認定第１号か

ら第20号まで、令和５年度沖縄県一般会計決算及び

 特別会計決算の概要説明を終わります。

 　御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○西銘啓史郎委員長  会計管理者の説明は終わりま

 した。

　次に、代表監査委員から同決算に対する審査意見

 の概要説明を求めます。

 　渡嘉敷道夫代表監査委員。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  それでは、審査意見書

 の概要を御説明いたします。

　ただいま表示しました令和５年度沖縄県歳入歳出

 決算審査意見書の１ページを御覧ください。

 　第１、審査の概要について御説明いたします。

　令和５年度の沖縄県歳入歳出決算につきましては、

地方自治法第233条第２項の規定により、知事から令

 和６年７月29日付で審査に付されました。

　監査委員は同決算書及び関係書類について、沖縄

県監査委員監査基準に準拠して審査を行い、９月20日

 に知事へ審査意見書を提出いたしました。

　審査の対象となった会計は、一般会計及び19の特

別会計であります。審査に当たっては、決算の計数

は正確であるか、予算の執行は法令に適合して行わ

れているか、財政運営は合理的かつ健全に行われて

いるか、財産の取得、管理及び処分は適正に行われ

ているか等の諸点に主眼をおき、決算書と関係諸帳

簿及び証拠書類等との照合を行うなどの方法により、

 審査を実施しました。

　次に、第２、審査の結果及び意見について御説明

 いたします。

 　まず１、審査結果であります。

　令和５年度一般会計及び各特別会計の歳入歳出決

算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関す

る調書及び財産に関する調書の計数を、それぞれ関

係諸帳簿及び証拠書類と照合し審査した限りにおい

 て、いずれも正確であると認められました。

　また、収入、支出及び契約に関する事務並びに財

産の取得、管理及び処分等については、一部に是正

または改善を要する事項が見られたものの、おおむ

 ね適正に処理されていると認められました。

 　次に２、審査意見であります。

　歳入歳出決算の状況につきましては、会計管理者

から説明がありましたので、私からの説明は省略い

 たします。
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 　２ページの中段、表の下を御覧ください。

　令和５年度の一般会計及び特別会計は、予算に計

上された各般の事務事業についてはおおむね適正に

執行されていました。しかし、一部の財務事務にお

いて是正または改善を要する事項がありました。今

後の行財政運営等に当たっては、次の４点に留意し、

 適切な措置を講ずるよう要望しております。

　１点目は、（１）行財政運営についてであります。 

　令和５年度決算の状況を普通会計ベースで見ます

と、歳入決算の財源別構成比では、自主財源が繰入

金等の減により、前年度に比べ３億6700万円、0.1％

減少し、依存財源が国庫支出金等の減により、前年

度に比べ697億4500万円、11.6％の減少となったため、

歳入全体に占める自主財源の割合は、前年度を2.8 

 ポイント上回る38.4％となっております。

 　３ページの８行目を御覧ください。

　財政基盤の強さを示す財政力指数や自主財源の割

合は、九州平均や全国平均を下回っており、依然と

して、地方交付税や国庫支出金等に大きく依存した

 脆弱な財政構造となっております。

　今後も、高齢化の進行等に伴い社会保障関係費等

の義務的経費や県有施設の老朽化及び防災・減災対

策等の投資的経費の増加が見込まれることから、引

き続き経費節減、効率的・効果的な事業執行及び適

切な県債管理に努めるとともに、産業振興による安

定的な税源の涵養など、歳入確保に向けた不断の取

 組が必要であると考えております。

　今後とも、多様な県民ニーズに迅速かつ的確に対

応し、県民福祉を増進するため、行政運営のより一

層の質の向上を図ることができるよう、新沖縄県行

政運営プログラムの取組を着実に推進し、行財政運

営の健全化・効率化を図っていただくよう要望して

 おります。

　２点目は、（２）収入未済額の縮減及び不納欠損処

 理についてであります。

　令和５年度の収入未済額は、一般会計と特別会計

の合計で59億2018万2887円となっており、前年度に

比べ３億5919万2731円、5.7％減少しております。そ

のうち、県税の収入未済額は、広報活動の充実強化、

納付環境の整備、市町村との連携強化等により、前

年度に比べ１億51万2255円、4.6％減少しております。 

　このように、収入未済額については、縮減に向け

た対策が進められておりますが、依然として多額で

あるため、負担の公平性と歳入確保の観点から、そ

 の縮減を図ることは重要な課題であります。

　今後とも、新たな収入未済の発生防止と効率的で

実効性のある徴収を図るため、契約などの債権発生

時に滞納に備えた方策を取ることや、滞納初期の状

況把握等による納付・償還指導、福祉制度の活用な

ど、関係機関と連携し、債権の特性と債務者の実情

に即した様々な取組を、一層効果的に進めるよう要

 望しております。

　次に、令和５年度の不納欠損額については、一般

会計と特別会計の合計で３億3582万6276円となって

おり、前年度に比べ１億7528万5035円、34.3％減少

 しております。

 　４ページの２行目を御覧ください。

　債権の管理については、債権を放置したまま時効

を迎えることのないよう、個々の債務者の実態把握

に努めるとともに、督促、差押え及び債務の承認等

関係法令に基づく措置を的確に講ずるなど適切に対

 処する必要があります。

  やむなく不納欠損として整理するものについては、

標準マニュアル等に基づき事務手続を進め、適切な

 債権管理に努めるよう要望しております。

　３点目は、（３）事業執行についてであります。 

　一般会計の予算の執行率は89.3％で、前年度に比

 べ0.8 ポイント上昇しております。

　また、特別会計の予算の執行率は98.4％で、前年

 度に比べ1.1 ポイント低下しております。

　翌年度繰越額は、一般会計と特別会計の合計で740 

億1465万7943円となっており、前年度に比べ117億

 202万4469円、13.7％減少しております。

　不用額は、一般会計と特別会計の合計で353億3986 

万7869円となっており、前年度に比べ21億5041万

 9738円、5.7％減少しております。

　令和５年度においては、コロナ禍からの正常化の

進展による需要の増加や円安の影響など、資材の調

達難や価格高騰等により、事業の執行に影響を受け

たものがありました。今後も、資材調達の動向等に

留意しつつ、事業の執行に当たっては、事業効果が

早期に発現されるよう、工事等の早期発注、執行管

理の徹底、関係機関との十分な調整などにより、執

行率を向上させ、繰越額、不用額の圧縮に努めるよ

 う要望しております。

　４点目は、（４）財務に関する事務についてであり

 ます。

　財務に関する事務については、定期監査において、

主に、収入、支出及び契約、財産や備品の管理等の

基本的な事務処理などで、財務規則等に定められた

 手続によらない不適正なものが見られました。

 　４ページの下から４行目を御覧ください。
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　特に、令和５年度においては、精算処理や繰越処

理、国庫債務負担行為の手続が行われなかったこと

で国庫補助金の受入れができず、一般財源等で対応

したことにより、県の財政に大きく影響を与える事

 案が発生しております。

　今後、同様の事案を繰り返し発生させることがな

いよう、発生要因の検証を行い、その結果を全庁で

共有するとともに、進捗管理の徹底、事務処理のチ

ェック体制の見直し、財務に関する研修の強化など、

実効性のある再発防止策を講ずるよう要望しており

 ます。

　また、予算執行に係る審査機能を強化する方策と

して、令和６年度から各部等主管課に設置された予

算経理班などを有効に機能させるとともに、令和７年

度から稼働を予定している新財務会計システムのデ

ジタル技術を活用したチェック機能強化を図るなど、

組織的な対応を適切に実施し、内部統制の機能強化

及び効果的な運用に取り組むとともに、引き続き最

少の経費で最大の効果を上げるという行財政運営の

基本原則にのっとり、様々な取組を通して、より一

層確かな事業管理及び適切な事務処理に努めるよう

 要望しております。

 　以上が、審査意見であります。

　なお、６ページ以降は、令和５年度沖縄県歳入歳

出決算書等に基づいた決算の概要を記載しておりま

 すので、御参照ください。

　以上で、沖縄県歳入歳出決算審査意見書の概要説

 明を終わります。

○西銘啓史郎委員長  代表監査委員の説明は終わり

 ました。

　次に、病院事業局長から令和６年第３回議会認定

 第21号の決算について概要説明を求めます。

 　本竹秀光病院事業局長。

○本竹秀光病院事業局長  病院事業局の令和５年度

決算の概要について、掲載されております令和５年

度沖縄県病院事業会計決算書に基づいて、御説明い

 たします。

 　初めに、事業概要から御説明いたします。

 　決算書の15ページを御覧ください。

  １、概況の（１）総括事項 について、ア、沖縄県

病院事業は、県立北部病院、県立中部病院、県立南

部医療センター・こども医療センター、県立宮古病

院、県立八重山病院、県立精和病院の６病院及び16か

所の附属診療所を運営し、イ、県民の健康保持に必

要な医療を提供するため、医師・看護師等の医療技

術員の確保、施設及び医療機器の充実に努め医療水

準の向上に努力しております。エ、業務状況につい

ては、入院患者延べ数が56万8289人、外来患者延べ

数70万6689人で、総利用患者延べ数は127万4978人と

なり、前年度と比べて１万9440人の増加となりまし

 た。

 　次に、決算状況について、御説明いたします。

　恐縮ですが、１ページに戻りまして御説明いたし

 ます。

  （１）収益的収入及び支出について、収入の第１款

病院事業収益は、予算額合計686億6773万4000円に対

して、決算額は648億9742万8057円で、予算額に比べ

 て37億7030万5943円の減となっております。

　その主な要因は、新型コロナウイルス感染症関連

補助金の減に伴うもので、第２項の医業外収益にお

いて、23億6646万9180円減少したことによるもので

 す。

　次に、支出の第１款病院事業費用は、予算額合計

739億1064万2800円に対し、決算額は713億6660万 

2114円で、不用額は25億4404万686円となっておりま

 す。

　その主な要因は、給与費、経費などが当初の見込

みを下回ったため、第１項の医業費用において、22億

 8594万830円の不用が生じたことによるものです。

 　２ページを御覧ください。

  （２）資本的収入及び支出について、収入の第１款

資本的収入は、予算額合計68億1830万8000円に対し、

決算額は60億3137万4012円で、予算額に比べて７億 

 8693万3988円の減となっております。

　その主な要因は、建設改良費の執行減及び繰越し

に伴い企業債借入が減少したため、第１項の企業債

において、７億9810万円減少したことによるもので

 す。

　次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計89億

7648万5023円に対し、決算額は81億9941万8340円で、

翌年度への繰越額が２億9881万6967円で、不用額が

 ４億7824万9716円となっております。

　不用額の主な要因は、施設整備費における入札執

行残や、整備内容の見直し等により、第１項の建設

改良費において、４億7724万946円の不用が生じたこ

 とによるものです。

 　３ページを御覧ください。

  令和５年４月１日から令和６年３月31日までの損

 益計算書に基づき、経営成績を御説明いたします。

　１の医業収益は、入院収益、外来収益などを合計

した505億6392万227円、２の医業費用は、給与費、

材料費、経費などを合計した649億5688万9912円で、
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１の医業収益から２の医業費用を差し引いた医業損

 失は、143億9296万9685円となっております。

　３の医業外収益は、受取利息配当金、他会計補助

金、国庫補助金などの合計で、117億1505万5420円と

 なっております。

 　４ページを御覧ください。

　４の医業外費用は、支払利息、長期前払消費税勘

定償却、雑損失を合計した29億1324万836円で、３の

医業外収益から４の医業外費用を差し引きますと、

 88億181万4584円の利益が生じております。

　これに医業損失を加えた経常損失は、55億9115万

 5101円となっております。

　５の特別利益は25億1061万7012円で、６の特別損

失は34億2185万１円であり、差引き９億1123万2989円

の損失を計上しており、当年度純損失65億238万

8090円で、前年度繰越利益剰余金38億9639万4468円

を合計した当年度未処理欠損金は26億599万3622円と

 なっております。

 　５ページを御覧ください。

   剰余金計算書について、御説明いたします。

 　表の右の欄、資本合計を御覧ください。

　前年度末残高121億4490万1019円に対し、前年度処

分額が０円、当年度変動額はマイナス64億1138万

5994円で、当年度末残高は57億3351万5025円となっ

 ております。

  下の欠損金処理計算書について、御説明いたしま

 す。

　１行目、当年度末残高の未処理欠損金は26億599万

3622円で、これにつきましては、全額を翌年度に繰

 り越すこととなります。

 　６ページを御覧ください。

  令和６年３月31日現在における貸借対照表に基づ

 きまして、財政状態について御説明いたします。

　まず、資産の部における１の固定資産は、（１）の

有形固定資産と、７ページに移りまして、（２）の無

形固定資産、（３）の投資を合わせた合計で、439億

 4655万6257円となっております。

　２の流動資産は、（１）の現金預金、（２）の未収

金、（３）の貯蔵品などを合わせた合計で、286億7976万

 194円となっております。

　１の固定資産、２の流動資産を合わせた資産合計

 は、726億2631万6451円となっております。

 　８ページを御覧ください。

  次に、負債の部における３の固定負債は、（１）の

企業債、（２）の他会計借入金などを合わせた合計で、

 400億1703万5606円となっております。

　４の流動負債は、（１）の企業債、（２）のリース

債務などを合わせた合計で、134億5645万9051円と

 なっております。

　５の繰延収益で、長期前受金から収益化累計額を

差し引いた繰延収益合計は、134億1930万6769円と

 なっております。

　３の固定負債、４の流動負債、５の繰延収益を合

わせた負債合計は、668億9280万1426円となっており

 ます。

 　９ページを御覧ください。

　資本の部における資本金合計は、18億7858万4732円

 となっております。

　７の剰余金は、（１）の資本剰余金、（２）の利益

剰余金の合計で、38億5493万293円となっております。 

　６の資本金と７の剰余金を合わせた資本合計は、

57億3351万5025円で、これに負債合計を加えた負債

 資本合計は、726億2631万6451円となっております。

　以上で、認定第21号令和５年度沖縄県病院事業会

 計決算の概要説明を終わります。

 　御審査のほど、よろしくお願いいたします

○西銘啓史郎委員長  病院事業局長の説明は終わり

 ました。

  次に、代表監査委員から同決算に対する審査意見

 の概要説明を求めます。

 　渡嘉敷道夫代表監査委員。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  それでは、審査意見書

 の概要を御説明いたします。

  ただいま表示しました令和５年度沖縄県病院事業

 会計決算審査意見書の１ページを御覧ください。

 　第１、審査の概要について御説明いたします。

 　まず１、審査の対象であります。

　令和５年度の沖縄県病院事業会計決算につきまし

ては、地方公営企業法第30条第２項の規定により、

知事から、令和６年７月29日付で審査に付されまし

 た。

　監査委員は、同決算書及び決算附属書類について

沖縄県監査委員監査基準に準拠して審査を行い、９月

 20日に知事へ審査意見書を提出いたしました。

 　次に２、審査の方法であります。

　審査に当たっては、病院事業が常に経済性を発揮

するとともに、その本来の目的である公共の福祉を

増進するように運営されているかどうかについて、

決算書及び決算附属書類と関係書類等との照合を行

 うなどの方法により実施しました。

 　２ページを御覧ください。

　第２、審査の結果及び意見について、御説明いた
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 します。

 　まず１、審査結果であります。

　審査に付された決算諸表は、法令に適合し、かつ、

正確であり、令和５年度の経営成績及び令和６年３月

31日現在の財政状態を適正に表示しているものと認

 められました。

　経営成績及び財政状態につきましては、病院事業

局長から説明がありましたので、私からの説明は省

 略いたします。

 　５ページを御覧ください。

 　次に２、審査意見であります。

　県立病院は、救急医療、小児・周産期医療、離島

・僻地医療、感染症医療などの政策医療を提供する

とともに、地域医療を確保することにより、県民の

生命及び健康を守り、生活の安心を支える重要な役

 割を担っております。

　また、新型コロナウイルス感染症の５類感染症へ

の移行後も、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律に基づく感染症指定医療機関と

 して、引き続き重要な役割を果たしております。

　このため、これらの医療を持続的に提供すること

ができるよう、経営の安定化が求められております。 

　しかしながら、令和５年度決算は、当年度純損失

は65億238万8090円となり、前年度繰越利益剰余金

38億9639万4468円から当年度純損失を差し引いた当

年度未処理欠損金は26億599万3622円となっておりま

 す。

　また、新型コロナウイルス感染症の影響が継続し、

本来業務に係る医業損失は143億9296万9685円とな

り、前年度に比べ23億8159万3970円、19.8％増加し

 ており、極めて厳しい状況にあります。

　県立病院が公的医療機関としての役割を持続的に

果たしていくためには、組織が一丸となって経営改

 善に不断に取り組むことが必要であります。

　今後の病院運営に当たっては、次の３点に留意し、

 適切な措置を講ずるよう要望しております。

　１点目は、（１）経営改善の取組についてでありま

 す。

　県立病院が本県における基幹病院として、また、

地域における中核病院として、今後も必要な医療を

適切かつ安定的に提供していくためには、自律的な

経営の下、持続的な健全経営を確保する必要があり

 ます。

　令和６年３月をもって新型コロナウイルス感染症

に関する国の特例的な財政支援は終了しております

が、同感染症による診療制限がいまだ行われるなど、

県立病院の医療、経営に依然として大きな影響を及

 ぼしております。

　このような経営環境の変化に対応するとともに、

医業収益の確保や医業費用の縮減などに取り組み、

事業規模に見合った手元流動性を確保することがで

きるよう引き続き対策を講ずるよう要望しておりま

 す。

 　６ページの下のほうを御覧ください。

　２点目は、（２）医師等をはじめとする医療スタッ

 フの確保等についてであります。

　県立病院が、地域の医療ニーズに対応し、良質で

安定した医療サービスを提供するためには、医師、

看護師等をはじめとする医療スタッフを安定的に確

 保する必要があります。

　県立病院の一部では、医師の欠員等により、診療

科の休診や診療の制限が行われていることから、職

員の働き方改革への取組、医師、看護師等をはじめ

とする医療スタッフの安定的な確保と定着に関する

取組を着実に進めていただくよう要望しております。 

　また、県立病院の医療、経営に依然として影響を

及ぼしている新型コロナウイルス感染症への対応に

関し、医療スタッフ、病床、機材等の十分な体制を

維持するとともに、メンタルサポ－トの体制を充実

させるなど、引き続き医療スタッフの心身両面への

 ケアに努めていただくよう要望しております。

　３点目は、（３）財務に関する事務において是正・

 改善を要する事項についてであります。

　病院事業局の定期監査において、基本的な財務に

関する事務の不適正な処理が確認されており、依然

 として指摘件数が多い状況にあります。

　これらの多くは、担当者において関係規定などの

基礎知識の理解不足があること、管理監督者のチェッ

 クが不十分なことが主な要因と考えております。

　病院事業局においては、総務事務の集約化に着手

しているほか、財務事務に関する担当者及び管理監

督者それぞれに必要な研修の充実など、管理業務を

 担う人材育成への投資を推進しております。

　また、令和５年度から２年計画で財務会計事務適

正化等の継続的な推進を目的に、病院事業財務会計

事務改善プロジェクト・チームを設置し、財務関係

規程等の改正やマニュアルの整備を行っているとこ

 ろであります。

　これらの取組に加え、各病院間、本庁と病院間の

連携を図るなどして、引き続き事務部門の体制強化

に取り組み、県立病院の地域医療への貢献を経営面

から支える専門性の高い体制を構築するとともに、



－21－

  
                                                                                    

財務事務の適正な執行に努めていただくよう要望し

 ております。

 　以上が、審査意見であります。

　なお、８ページ以降に、令和５年度沖縄県病院事

業会計決算書等に基づいた決算の概要を記載してお

 りますので、御参照ください。

　以上で、沖縄県病院事業会計決算審査意見書の概

 要説明を終わります。

○西銘啓史郎委員長  代表監査委員の説明は終わり

 ました。

  次に、企業局長から令和６年第３回議会乙第14号

議案の議決議案１件、令和６年第３回議会認定第22号

及び同認定第23号の決算２件について概要説明を求

 めます。

 　宮城力企業局長。

○宮城力企業局長  説明に入ります前に、さきに議

会に提出いたしました令和５年度沖縄県水道事業会

計決算書の附属書類において、食糧費9197円の記載

漏れがございました。先日、正誤表を送付させてい

ただいたところではありますが、まずはおわび申し

 上げます。

　それでは、令和５年度沖縄県水道事業会計決算に

 ついて御説明いたします。

　ただいま表示しました決算書の１ページを御覧く

 ださい。

　決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

 御説明申し上げます。

　収入の第１款水道事業収益は、予算額の欄の右端

の合計299億6236万1000円に対して、決算額は312億

1487万2121円で、予算額に比べて12億5251万1121円

 の増収となっております。

　その主な要因は、第２項の営業外収益において、

他会計補助金が約10億円増加したことによるもので

 あります。

　次に、支出の第１款水道事業費用は、予算額合計 

332億9042万5300円に対して、決算額は302億4040万

1440円で、翌年度繰越額が１億7632万1400円、不用

 額が28億7370万2460円となっております。

　繰越が生じた主な要因は、関係機関による用地買

収に時間を要したことによる現場工事着手の遅延、

能登半島地震災害復旧の影響により資機材納期が延

長したこと等に伴い、工期延長となったことによる

 ものです。

　不用が生じた主な要因は、第１項の営業費用にお

ける動力費の決算額が当初の見込額を下回ったこと

 によるものであります。

 　２ページを御覧ください。

　（２）資本的収入及び支出について御説明申し上

 げます。

　収入の第１款資本的収入は、予算額合計102億

9738万9000円に対して、決算額は82億3821万8382円

で、予算額に比べて20億5917万618円の減収となって

 おります。

　その主な要因は、建設改良工事の繰越に伴い、第

２項の国庫補助金が減少したことなどによるもので

 あります。

　次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計 

148億3455万8950円に対して、決算額は130億926万

7700円で、翌年度への繰越額が15億3125万5207円、

 不用額が２億9403万6043円となっております。

　繰越が生じた主な要因は、第１項の建設改良費に

おいて、入札不調や資材の入手難、関係機関との調

整等に不測の日数を要したことによるものでありま

 す。

　不用額の主な内容は、第１項の建設改良費におけ

 る県単独事業の執行残等によるものであります。

　次に、３ページの損益計算書に基づきまして、経

 営成績について御説明申し上げます。

　１の営業収益159億4926万5263円に対して、２の営

業費用は277億5185万8461円で、118億259万3198円の

 営業損失が生じております。

　３の営業外収益134億3106万 3833円に対して、

４ページの４の営業外費用は８億8318万2054円で、

右端上の125億4788万1779円の営業外利益が生じてお

り、経常利益は７億4528万8581円となっております。 

　５の特別利益、６の特別損失を加味した当年度の

純利益は７億3226万2792円となり、この当年度純利

 益が、当年度未処分利益剰余金となっております。

　純利益を計上した主な要因は、一般会計から、電

気料金高騰等に対する他会計補助金約10億円を受け

 入れたことによるものであります。

　次に、５ページの剰余金計算書について、御説明

 申し上げます。

　右端の資本合計の欄でございますが、資本合計の

前年度末残高478億9212万6869円に対し、当年度変動

額が７億4104万9919円増加したことにより、資本合

計の当年度末残高は486億3317万6788円となっており

 ます。

 　次に、６ページを御覧ください。

　剰余金処分計算書（案）について御説明申し上げ

 ます。

　右端にあります未処分利益剰余金については、当
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年度末残高７億3226万2792円の全額を、将来の企業

債償還に充てるため、議会の議決を経て、減債積立

 金に積み立てることとしております。

　次に、７ページの貸借対照表に基づきまして、財

 政状態について御説明申し上げます。

　まず、資産の部については、８ページになります

が、資産合計4076億1072万9714円となっております。 

　負債の部については、９ページの中頃になります

 が負債合計3589億7755万2926円となっております。

　資本の部については、10ページの下から２行目に

なりますが、資本合計486億3317万6788円となってお

 ります。

　なお、11ページから13ページは決算に関する注記、

また15ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

 きたいと思います。

　以上が、認定第22号令和５年度沖縄県水道事業会

 計決算の概要でございます。

  次に、ただいま表示しました決算書の43ページを

 御覧ください。

　引き続きまして、認定第23号令和５年度沖縄県工

業用水道事業会計決算について御説明申し上げます。 

　決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

 御説明申し上げます。

　収入の第１款工業用水道事業収益は、予算額合計 

６億5395万6000円に対して、決算額は６億7127万

9005円で、予算額に比べて1732万3005円の増収となっ

 ております。

　その主な要因は、第２項の営業外収益において、

他会計補助金が約1000万円増加したことによるもの

 であります。

　次に、支出の第１款工業用水道事業費用は、予算

額合計７億4924万1000円に対して、決算額は６億

7216万7889円で、不用額が7707万3111円となってお

 ります。

　不用が生じた主な要因は、第１項の営業費用にお

ける動力費の決算額が当初の見込額を下回ったこと

 によるものであります。

 　44ページを御覧ください。

　（２）資本的収入及び支出について御説明申し上

 げます。

　収入の第１款資本的収入は、予算額合計286万

7000円に対して、決算額は416万8200円で、予算額に

 比べて130万1200円の増収となっております。

　次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計

5812万円に対して、決算額は4909万8903円で、不用

 額は902万1097円となっております。

　不用額の主な内容は、第１項の建設改良費におい

て、既設水管橋の移設に係る実施設計を次年度以降

 に行うことになったことによるものです。

　次に、45ページの損益計算書に基づき、経営成績

 について御説明申し上げます。

　１の営業収益３億3237万5120円に対して、２の営

業費用は６億2929万9336円で、２億9692万4216円の

 営業損失が生じております。

　３の営業外収益３億20万3884円に対して、46ペー

ジの４の営業外費用が638万7482円で、右端上のほう

になりますが、２億9381万6402円の営業外利益が生

じており、経常損失は310万7814円となっております。 

　５の特別利益、６の特別損失を加味した当年度の

 純損失は90万8421円となりました。

　純損失を計上した主な要因は、災害復旧事業等に

よりダム負担金が増加したことによるものでありま

 す。

　なお、前年度繰越利益剰余金はないため、当年度

純損失が当年度未処理欠損金となり、翌年度に繰り

 越します。

　翌年度に繰り越した欠損金については、翌年度以

降の営業活動により生じる純利益をもって補塡した

 いと考えております。

　次に、47ページの剰余金計算書について、御説明

 申し上げます。

　右端の資本合計の欄でございますが、資本合計の

前年度末残高15億4847万3324円に対し、当年度変動

額が90万8421円減少したことにより、資本合計の当

 年度末残高は15億4756万4903円となっております。

 　次に48ページを御覧ください。

 　欠損金処理計算書について御説明申し上げます。

　右端にあります未処理欠損金については、当年度

末残高90万8421円の全額を、繰越欠損金として翌年

 度に繰り越します。

　次に、49ページの貸借対照表に基づきまして、財

 政状態について御説明申し上げます。

　まず、資産の部については、50ページの中頃にな

りますが、資産合計54億6229万8710円となっており

 ます。

　負債の部については、51ペ－ジになりますが、負

 債合計39億1473万3807円となっております。

　資本の部については、52ペ－ジ下から２行目にな

りますが、資本合計15億4756万4903円となっており

 ます。

　なお、53ページから55ページは決算に関する注記、
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また57ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

 きたいと思います。

　以上が、認定第23号令和５年度沖縄県工業用水道

 事業会計決算の概要でございます。

　決算の概要説明に続きまして、議決議案として提

出しております未処分利益剰余金の処分について、

 その概要を御説明申し上げます。

  ただいま表示しました議案書の31ページを御覧く

 ださい。

　乙第14議案令和５年度沖縄県水道事業会計未処分

 利益剰余金の処分について御説明いたします。

　本議案は、決算における未処分利益剰余金７億

3226万2792円の全額を、将来の企業債償還に充てる

ため、減債積立金に積み立てることについて、地方

公営企業法第32条第２項の規定により、議会の議決

 を必要とすることから提出したものであります。

　なお、認定議案及び乙号議案の決算関連の補足と

いたしまして、企業局決算参考資料を提出しており

 ます。後ほど御参照いただきたいと思います。

 　説明は以上でございます。

 　御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○西銘啓史郎委員長  企業局長の説明は終わりまし

 た。

  次に、代表監査委員から同決算に対する審査意見

 の概要説明を求めます。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  それでは、審査意見書

 の概要を御説明いたします。

  ただいま表示しました令和５年度沖縄県水道事業

会計及び沖縄県工業用水道事業会計決算審査意見書

 の１ページを御覧ください。

 　第１、審査の概要について御説明いたします。

 　まず１、審査の対象であります。

　令和５年度の沖縄県水道事業会計及び沖縄県工業

用水道事業会計決算につきましては、地方公営企業

法第30条第２項の規定により、知事から、令和６年

 ７月29日付で審査に付されました。

　監査委員は、同決算書及び決算附属書類について、

沖縄県監査委員監査基準に準拠して審査を行い、９月

 20日に知事へ審査意見書を提出いたしました。

 　次に２、審査の方法であります。

　審査に当たっては、水道事業及び工業用水道事業

が常に経済性を発揮するとともに、その本来の目的

である公共の福祉を増進するように運営されている

かどうかについて、決算書及び決算附属書類と関係

書類等との照合を行うなどの方法により実施しまし

 た。

 　２ページを御覧ください。

　第２、審査の結果及び意見について、御説明いた

 します。

 　まず１、審査結果であります。

　審査に付された決算諸表は、法令に適合し、かつ、

正確であり、令和５年度の経営成績及び令和６年３月

31日現在の財政状態を適正に表示しているものと認

 められました。

  水道事業会計の経営成績及び財政状態、４ページ

から記載しております工業用水道事業会計の経営成

績及び財政状態につきましては、企業局長から説明

がありましたので、私からの説明は省略いたします。 

 　６ページを御覧ください。

 　次に２、審査意見であります。

　企業局では、令和４年11月に改定した沖縄県企業

局中長期計画において、現状と課題を整理し、事業

環境の変化に的確に対応すべく、施策目標として安

全で安心な水の供給、安定した水の供給、健全な経

営の持続、県民に信頼され満足度の高い水道を掲げ、

その実現に向けた施策、取組を進めることにしてお

 ります。

　老朽化施設の更新や耐震化、水道広域化の推進等

に伴い資金需要の増加が見込まれる中、令和５年度

決算においては、電気料金上昇による動力費増の影

響が大きく、令和４年度に引き続き給水原価が供給

 単価を上回ることになっております。

　今後とも、中長期計画で掲げる施策目標の実現に

向けて、県民福祉の増進のため、経営改善・合理化

の取組をより一層徹底するとともに、常に経営状況

等に関する幅広い情報について積極的な広報を行い、

県民の理解を求めながら、安定給水の確保とさらな

る経営基盤の強化に努めていただくよう要望してお

 ります。

　まず、（１）の水道事業会計については、純利益が

７億3226万2792円となり、前年度に比較して７億

 2486万1569円増加しております。

　これは、主に他会計補助金の増により営業外収益

 が増加したことなどによるものであります。

　給水原価は、ダムなどの水源と消費地が離れてい

ることや水源の零細性等に起因して小規模施設が多

くなることなどから、動力費や施設管理等に係る人

 件費の割合が全国平均を上回っております。

　令和５年度の給水原価は、電気料金の上昇による

動力費増の影響が大きく、前年度から3.12円上昇の

105.53円となり、供給単価102.24円を3.29円上回っ
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 ております。

　給水原価が供給単価を上回るのは、前年度に続き、

 ２年連続となります。

　給水原価が供給単価を上回っている状況ではあり

ましたが、電気料金高騰等への支援として一般会計

から交付された補助金10億2128万7000円を受け入れ

たことにより、令和５年度は、純利益７億3226万2792 

 円を計上しております。

　今後、給水収益が伸び悩む一方、老朽化施設の更

新や水道広域化に係る施設整備に伴う費用の増に加

え、電気料金の上昇も相まって、経営状況の急激な

 悪化が見込まれております。

 　７ページを御覧ください。

　今後の事業運営に当たっては、施策目標の達成に

向けて、各種施策、取組を着実に推進し、経営の健

全化、効率化を図っていただくよう要望しておりま

 す。

　また、沖縄本島周辺離島８村への水道用水供給事

業の広域化については、引き続き着実に推進してい

 ただくよう要望しております。

　次に、（２）の工業用水道事業会計については、純

損失が90万8421円となり、前年度の純利益1618万

9991円に比較して1709万8412円、105.6％減少してお

 ります。

　これは、主に営業外収益の減少と、負担金の増に

 よる営業費用の増加によるものであります。

　給水原価は、水源の零細性により小規模なダムに

依存していることから、ダムの維持管理に要する負

担金や動力費などの割合が大きくなり、全国平均を

 大きく上回っております。

  令和５年度の給水原価は、負担金の増により、前

年度から2.91円上昇し54.50円となり、供給単価

 50.93円を3.57円上回っております。

　給水原価が供給単価を上回るのは、前年度に続き、

 ２年連続となります。

　また、施設利用率は59.43％で、施設規模に比較し

て需要が低迷しており、経営環境は依然として厳し

 い状況であります。

　今後の事業運営に当たっては、水道用水供給事業

と連動して経営の効率化に努めるとともに、工業用

水道の既設管路沿線地域に立地する企業の需要開拓

を推進し、経営の健全化を図っていただくよう要望

 しております。

 　以上が、審査意見であります。

　なお、８ページ以降に、令和５年度沖縄県水道事

業会計及び沖縄県工業用水道事業会計決算書等に基

づいた決算の概要を記載しておりますので、御参照

 ください。

　以上で、沖縄県水道事業会計及び沖縄県工業用水

道事業会計決算審査意見書の概要説明を終わります。 

○西銘啓史郎委員長  代表監査委員の説明は終わり

 ました。

  次に、土木建築部長から令和６年第３回議会認定

 第24号の決算について概要説明を求めます。

 　前川智宏土木建築部長。

○前川智宏土木建築部長  令和５年度沖縄県流域下

水道事業会計の決算について、その概要を御説明い

 たします。

　ただいま、表示同期しております沖縄県流域下水

 道事業会計決算書を御覧ください。

 　それでは、決算書の１ページを御覧ください。

　決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

 御説明いたします。

　収入の第１款流域下水道事業収益は、予算額の欄

の右端の合計116億8606万6000円に対し、決算額は 

117億959万7462円で、予算額に比べて2353万1462円

 の増収となっております。

　その主な要因は、第１項の営業収益の決算額が予

算額を934万9169円、第２項の営業外収益の決算額が

予算額を1321万6248円、それぞれ上回ったこと等に

 よるものであります。

　次に、支出の第１款流域下水道事業費用は、予算

額合計127億4000万7530円に対して、決算額は113億

5913万8340円で、翌年度への繰越額が１億3722万

5000円、不用額が12億4364万4190円となっておりま

 す。

　繰越しが生じた主な理由は、第１項の営業費用に

おいて、修繕の実施に際し、取替え部品の追加が生

じ、調達に不測の日数を要したことによるものであ

 ります。

　不用額の主な理由は、第１項の営業費用における

委託料及び動力費の実績が見込みを下回ったことに

 よるものであります。

   ２ページを御覧ください。

　（２）資本的収入及び支出について御説明いたし

 ます。

　収入の第１款資本的収入は、予算額合計96億7805万

3094円に対して、決算額は65億1702万2054円で、予

算額に比べて31億6103万1040円の減収となっており

 ます。

　その主な要因は、建設改良工事の繰越しに伴い、

第２項の国庫補助金が減少したこと等によるもので
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 あります。

　次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計 

113億5097万5720円に対して、決算額は78億3281万

3343円で、翌年度への繰越額が30億1240万7086円、

 不用額が５億575万5291円となっております。

  繰越しが生じた主な理由は、第１項の建設改良費

において、工事実施に際し、計画変更の検討や関係

機関との協議等に不測の日数を要したことによるも

 のであります。

　また、不用額の主な理由は、第１項の建設改良費

における県単独事業の執行残等によるものでありま

 す。

   ３ページを御覧ください。

　損益計算書に基づきまして、経営成績について御

 説明いたします。

　１の営業収益50億5384万1981円に対して、２の営

業費用は106億4287万1369円で、55億8902万9388円の

 営業損失が生じております。

 　４ページを御覧ください。

　３の営業外収益60億1557万8507円に対して、４の

営業外費用は２億8817万4561円で、右端上から１行

目になりますが、57億2740万3946円の営業外利益が

生じており、経常利益は１億3837万4558円となって

 おります。

　５の特別利益を加味した当年度の純利益は１億

3928万8390円となり、この当年度純利益が、当年度

 未処分利益剰余金となっております。

   ５ページを御覧ください。

 　剰余金計算書について、御説明いたします。

　右端の資本合計の欄でございますが、資本合計の

前年度末残高200億8859万1376円に対し、当年度変動

額が１億3928万8390円増加したことにより、資本合

計の当年度末残高は202億2787万9766円となっており

 ます。

   ６ページを御覧ください。

 　剰余金処分計算書について、御説明いたします。

　右端にあります未処分利益剰余金については、当

年度末残高１億3928万8390円の全額を、今後の企業

債償還に充てるため、沖縄県流域下水道事業の設置

等に関する条例第４条第１号の規定に基づき、減債

 積立金に積み立てることにしております。

   ７ページを御覧ください。

　貸借対照表に基づきまして、財政状態について御

 説明いたします。

　まず、資産の部については、最下段になりますが、

 資産合計1451億1943万3861円となっております。

 　９ページを御覧ください。

　負債の部については、右端上から２行目になりま

すが、負債合計1248億9155万4095円となっておりま

 す。

　資本の部については、右端下から２行目になりま

すが、資本合計202億2787万9766円となっております。 

　負債資本合計については、最下段になりますが、

 1451億1943万3861円となっております。

　なお、10ページ及び11ページは決算に関する注記、

また13ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

 きたいと思います。

　以上で、認定第24号令和５年度沖縄県流域下水道

 事業会計決算の概要説明を終わります。

 　御審査のほど、よろしくお願いします。

○西銘啓史郎委員長  土木建築部長の説明は終わり

 ました。

  次に、代表監査委員から同決算に対する審査意見

 の概要説明を求めます。

 　渡嘉敷道夫代表監査委員。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  それでは、審査意見書

 の概要を御説明いたします。

  ただいま表示しました令和５年度沖縄県流域下水

道事業会計決算審査意見書の１ページを御覧くださ

 い。

 　第１、審査の概要について御説明いたします。

 　まず１、審査の対象であります。

　令和５年度の沖縄県流域下水道事業会計決算につ

きましては、地方公営企業法第30条第２項の規定に

より、知事から、令和６年７月29日付で審査に付さ

 れました。

　監査委員は、同決算書及び決算附属書類について、

沖縄県監査委員監査基準に準拠して審査を行い、９月

 20日に知事へ審査意見書を提出いたしました。

 　次に２、審査の方法であります。

　審査に当たっては、流域下水道事業が常に経済性

を発揮するとともに、その本来の目的である公共の

福祉を増進するように運営されているかどうかにつ

いて、決算書及び決算附属書類と関係書類等との照

 合を行うなどの方法により実施しました。

 　２ページを御覧ください。

　第２、審査の結果及び意見について、御説明いた

 します。

 　まず１、審査結果であります。

　審査に付された決算諸表は、法令に適合し、かつ、

正確であり、令和５年度の経営成績及び令和６年３月
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31日現在の財政状態を適正に表示しているものと認

 められました。

　流域下水道事業会計の経営成績及び財政状態につ

きましては、土木建築部長から説明がありましたの

 で、私からの説明は省略いたします。

 　４ページを御覧ください。

 　次に２、審査意見であります。

　流域下水道事業は、令和２年３月に沖縄県流域下

水道事業経営戦略を策定し、効率化・経営健全化の

 取組を進めております。

　令和５年度は、純利益１億3928万8390円を計上し

ており、その主な要因は、発電事業者に対する消化

ガス売却事業により、その他の営業収益、生産物売

却収益１億4206万9603円を得たことによるものであ

 ります。

　一方、令和５年度の当年度純利益を前年度と比較

 すると796万9499円、5.4％減少しております。

　これは主に資産減耗費、薬品費の増により、営業

 費用が増加したことなどによるものであります。

　これにより、汚水処理原価は前年度から0.3円上昇

の50.8円となり、負担金単価50.0円を0.8円上回って

 おります。

　汚水処理原価が負担金単価を上回るのは、前年度

 に続き、２年連続となります。

　有収水量の大幅な増加が期待できない中、今後、

施設・設備の老朽化や腐食に伴う更新投資の負担は

 増大することが見込まれております。

　このような厳しい経営環境下においても持続可能

な下水道サービスを提供するためには、経営戦略で

定めた効率化・経営健全化のための取組方針を踏ま

え、具体的な取組を着実に推進し、経営基盤の強化

と財政マネジメントの向上を図っていただくよう要

 望しております。

 　以上が、審査意見であります。

　なお、５ページ以降に、令和５年度沖縄県流域下

水道事業会計決算書等に基づいた決算の概要を記載

 しておりますので、御参照ください。

　以上で、沖縄県流域下水道事業会計決算審査意見

 書の概要説明を終わります。

○西銘啓史郎委員長  代表監査委員の説明は終わり

 ました。

  以上で、令和６年第３回議会乙第14号議案及び令

和６年第３回議会認定第１号から同認定第24号まで

の決算の概要説明及び同審査意見の概要説明は終わ

 りました。

　前川智宏土木建築部長、宮城力企業局長及び本竹

 秀光病院事業局長、御苦労さまでした。

  冒頭に申し上げましたが、土木建築部長、企業局

長及び病院事業局長に対する質疑は常任委員会にて

 行います。

 　休憩いたします。

（休憩中に、土木建築部長、企業局長及び病

 院事業局長退席）

○西銘啓史郎委員長  再開いたします。 

　これより会計管理者及び代表監査委員に対する質

 疑を行います。

　なお、本日の質疑につきましては、決算特別委員

 会運営要領に従って行うことにいたします。

　本日の委員会は、決算議案の概要及び決算審査意

見書の概要を聴取し、大局的な観点から、決算の全

体的な状況などについて審査することにしておりま

 す。

  なお、決算議案に係る各部局ごとの詳細な審査に

ついては、本委員会の依頼により所管の常任委員会

 において調査することになっております。

　なお、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ述べた上で該当するペー

ジを表示し、質疑を行うよう御協力をお願いいたし

 ます。

  また、質疑・答弁に際しては、挙手により委員長

の許可を得てから行い、重複することがないよう簡

潔に要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会運

 営が図られるよう御協力をお願いいたします。

　それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

 行います。

   宮里洋史委員。

○宮里洋史委員  沖縄県歳入歳出決算審査意見書の

 18ページ。

 　それでは、質疑を１項目だけしたいと思います。

　主要財政指標の状況の表の下のほう、県債残高令

和５年度5325億円でございますけれども、ここ５年

で見ても700億円ぐらい多分返済されて、残高が減っ

ているんですけれども、そこの評価をお聞きしたい

 と思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  委員御指摘のとおり、

 近年返済残高は減少してきております。

　その要因といたしましては、これまで行財政改革

プランに基づきまして、大規模な県単箱物の整備を

抑制してきたことですとか、また国の経済対策等に

よるものを除きます県債の発行上限額というのを設

けまして、それを予算の中で上限を設けて県債発行
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を抑制してきたこと。また、沖縄振興特別措置法等

に基づく補助率の特例等により、沖縄県におきまし

ては事業費に対する県の負担分が小さいということ

で、他県に比べて県債発行額も小さくなっていると

 いうような状況があります。

　先ほど申し上げたように、これまでの県債発行抑

 制の取組による結果だと考えております。

  県債というのは、その償還については将来的な財

政負担につながりますので、抑制できるときに抑制

するということで、県においては、そういうふうに

 取り組んできたところだと考えております。

　また、今後施設の老朽化ですとか、いろんな面で

財源が必要になってくることが見込まれますので、

そのときに備えて、県債を抑制しているということ

で、将来の財政負担を抑えるということについては

 評価をしております。

○宮里洋史委員  調べてきました。 

　九州８県の県債残高は、いずれも令和６年度の一

般会計予算より多いです。例えば福岡県で言えば令

和６年度一般会計当初予算２兆円、県債残高３兆円。

熊本県で言えば当初予算9100億円、県債残高１兆円。

で、８県のうち１兆円を超えているのは５県。沖縄

県の令和６年度当初予算8421億円なんですけれども、

沖縄県が唯一県債残高が一般会計当初予算より低い

んですね。それも踏まえて、どのように評価されま

 すか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  県債残高と一般会計予

算というのが、すぐにリンクするものではないと考

えておりますけれども、他県より少ない状況といた

しましては、先ほど申し上げたように他県に比べま

して、沖縄振興特別措置法等に基づく補助率の特例

により、補助率が高いことによって地方負担分が低

く抑えられているというようなことが特徴としてあ

 るかと考えております。

○宮里洋史委員  今まで残高を減らしてきたことに

 対して、これは大変すばらしいという評価ですか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  必要な事業については

当然充当してきたと考えております。その他の国庫

の財源とかを活用して、県においては財政運営を行っ

てきたところと考えております。また、将来的には

いろんな財政需要が増大してくることも考えられま

すので、そのときに備えて今できることをやってお

 くということは評価したいと思います。

  必要な事業に財源を充当しながら県債を抑えてい

 るところについては、評価したいと思います。

○宮里洋史委員  他都道府県はやはりコロナのとき

に借入れを増やしたりとか、ここ10年ぐらい、すご

い臨時財政対策債の発行額が減ってきているという

のはあるので、借換えをして自分たちで財源を確保

 したという結果があると思うんですね。

　沖縄県は、今、代表監査委員がおっしゃられたよ

うに必要なところに充当したとあるんですけれども、

いろんな一般質問とかで出るような離島振興だった

りとか、医療従事者の確保だったりとか、水道料金

だったりとか様々な――県の補助がない、単独でや

らないといけない事業がある中で、これだけ返済し

 てきたと。

　なぜ借換えをしなかったのか、そこをお聞きした

 い。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  本県におきましても、

借換債というのは発行して一部やっております。減っ

てきているという理由が、新規の発行を抑えている

ことで、徐々にその返済分で減ってきているという

ことになります。借換えも本県では行っております。 

○宮里洋史委員  これ以上は聞かないんですけど、

今おっしゃられたのは、もしかしたら訂正が必要な

のかなと思っていて。僕がちょっと聞いているのは、

新規の臨時財政対策債の発行はマックスで借りてい

ますと聞いているので、ちょっとそこら辺が難しい

なと。僕が今聞きたかったのは、ほかの都道府県で

は臨時財政対策債の発行額が減ってきても、借換え

で何とか残高を維持というか、借換えをして財政運

営をしているところがある中で、沖縄県がここだけ

返済をしているという部分に対して、なぜ沖縄は借

換えをしなかったのかなという質問です。これがも

し、借換えじゃなくて、別の要因ですというのであ

れば、委員会のほうで細かく聞くので、そういった

 質問です。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  臨時財政対策債は交付

税の原資が国において不足する場合に、地方公共団

体にその分を一部借入れでもって対応してもらうと

いう仕組みだと思います。ですので、臨時財政対策

債については所要分は借入れをしているというふう

 に認識しております。

○宮里洋史委員  細かいのは総務企画委員会で聞き

 ます。

 　ありがとうございました。

○西銘啓史郎委員長  新垣善之委員。 

○新垣善之委員  沖縄県歳入歳出決算審査意見書の

４ページの中の下のほう、（４）財務に関する事務に

 ついての下から４行目ですね。

　特に今般、精算処理や繰越し処理、国庫債務負担



－28－

  
                                                                                    

行為の手続が行われなかったことで、国庫補助金の

受入れができず一般財源等で対応したことにより、

県の財政に大きく影響を与える事案が発生したとあ

ります。具体的にどのような事案が発生したか、お

 願いします。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  令和５年度に不適正な

事務処理により、国庫補助金の受入れができずに一

 般財源で対応した事案は２件発生しております。

　１つ目につきましては、令和４年度に委託をしま

した、宿泊療養施設の原状回復業務の一部を年度内

に完了させさせることができずに、令和４年度完了

分につきましては、精算処理をするか、あるいは繰

越しをするという必要がありましたが、その手続を

行わなかったために、国庫支出金の受入れができな

くなったものであります。そのため、令和５年度に

 一般財源で対応したものが１件でございます。

　２件目につきましては、これは土木建築部であり

ますが、複数年度にわたる橋梁の耐震補強工事にお

きまして、国庫債務負担行為、いわゆるゼロ国債の

手続を行わなかったことによりまして、国庫補助金

の受入れができなくなり、一般財源等で対応した事

 案であります。

○新垣善之委員　それぞれ２件について、金額が分

 かればお願いします。

○渡嘉敷道夫代表監査委員　２件の受け入れられな

かった国庫補助金の総額につきましては、約２億

6652万円となっております。宿泊療養施設の原状回

復業務につきましては約808万円。耐震補強工事関係

につきましては、２億6100万円になります。ただ、

一部につきまして執行の段階において少し低くなっ

ておりますので、ちょっと一致しませんが、808万円

 と約２億6100万円ということになります。

○新垣善之委員　ありがとうございます。 

　令和５年度において、財務事務の処理に不適正な

事例が見られたことが指摘されていますが、また今

後の財務事務の適正化に向けた具体的な対策や再発

防止策、また、内部統制制度の活用や新財務会計シ

ステムの導入を通じて、どのようにチェック体制や

事務処理の精度を向上させていくか、具体的に教え

 てください。

○渡嘉敷道夫代表監査委員　財務事務の不適正な事

案についての発生要因としましては、担当者の法令

や、その運用に関する認識不足や誤認、管理監督者

のチェック、進捗管理状況の確認不足などがあった

 と考えております。

　そのため、まず一番大事なのは、担当する職員が

しっかりと根拠法令等について理解をして、それを

正しく運用するというのが一番重要だと考えており

ます。また、県は異動が多いんですけれども、新し

い業務に就いたときには、すぐに業務に円滑に取り

かかれるように、そのマニュアル等を整備するとい

うようなことも大事だと考えております。また、さ

らにその上司等においては、しっかりとそれをチェッ

クしていくというような体制が必要だと考えており

 ます。

 　以上でございます。

○新垣善之委員  以上です。 

○西銘啓史郎委員長　喜屋武力委員。 

○喜屋武力委員　水道事業決算書の中から水道料金

の値上げについて、今回30％の値上げと聞いており

ました。実質の値上げ額と、今後の値上げ率と金額

の説明、また国からの交付金、補助金の利用につい

 ての説明をお願いします。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  企業局におきましては、

電気料金等の急激な上昇などの事業環境の変化に対

応して、水道用水の安定供給を継続するために沖縄

県水道料金徴収条例を改正して、料金を改定したと

ころであります。同条例第３条におきましては、こ

れまでの１立方メートル当たり102円24銭から135円

70銭へ改定をしておりますが、あわせて同条例の附

則によりまして激変緩和のための段階的な改定を行

うこととされております。さらに、第６条では減免

の規定がありますが、その規定を活用して一部減免

 を行っていると承知をしております。

　これらの詳細につきましては、企業局の運用に係

ることであることと、また今後の予算確保のための

取組等については企業局のほうに確認していただけ

 ればと思っております。

○喜屋武力委員   沖縄県歳入歳出決算意見書の

２ページと３ページ目。行財政運営について。財政

調整基金など主要３基金の令和５年度末残高1078億

円、前年度は1103億円となって、前年度に比べて約

24億円、2.2％減としているが、この中身を説明して

 ください。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  主要基金につきまして

 は、今委員がおっしゃったように、前年度に比べて

合計が約24億円減少しております。その内訳としま

しては、財政調整基金が前年度に比べて約42億円減

少、減債基金が約８億円減少、県有施設整備基金は

25億円の増加をしております。財政調整基金、また

減債基金の減少につきましては、基金については出

納整理期間中に前年度の事業に充てたものを取り崩
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して、またさらに積み立てるというような取扱いを

しておりますが、令和４年度の事業に充てた、取り

崩した分と、また積み立てた分の差額が24億円のマ

イナスになったと、充当を要する事業に充てたとい

 うことになると思います。

○喜屋武力委員  ありがとうございました。 

　６ページの第３、決算概要ですね。歳入歳出決算

の状況、前年度に比べて一般会計が減少、特別会計

 は増加しているが、この説明をいただけますか。

○友利公子会計管理者  令和５年度の一般会計にお

ける収入済額が8925億6147万8765円となっており、

前年度と比較して664億8729万9575円、6.9％の減と

なっております。支出済額は8790億4644万6264円と

なっており、前年度と比較して623億5526万8735円、

6.6％の減となっております。これは主に新型コロナ

ウイルス感染症が５類移行となったことによるもの

 です。

　続きまして、令和５年度の特別会計における収入

済額は2653億5240万7890円となっており、前年度と

比較して109億7126万8218円、4.3％の増となってお

ります。支出済額は2569億2983万2336円となってお

り、前年度と比較して89億9250万5442円、3.6％の増

となっております。これは主に国民健康保険事業特

 別会計の増によるものとなっております。

 　以上です。

○喜屋武力委員  ありがとうございます。進めます。 

　12ページ、翌年度繰越額の状況ですね。一般会計、

農林水産業費、商工費、教育費の減額について御説

 明ください。

○友利公子会計管理者  令和５年度の一般会計にお

ける繰越額は738億7646万5803円となっており、前年

度と比較して113億7898万1509円の減となっておりま

 す。

　前年度と比較して減となった繰越額のうち農林水

産業費の繰越額においては163億1741万1380円となっ

ており、前年度と比較して23億5320万7359円の減と

なっております。繰越しとなった主な事業は農地整

備事業が21億4703万4237円、農業集落排水事業が16億

5811万6178円、水利施設整備事業が12億7128万943円

などとなっております。繰越しとなった主な理由に

ついては、農地整備事業において、農家より圃場区

画の見直しや除外の要望があったことから、地元調

整及び設計見直しに不測の日数を要したものなどと

 なっております。

　次に、商工費においては31億2382万4114円となっ

ており、前年度と比較して100億4182万6954円の減と

なっております。繰越しとなった主な事業は、電気

料金高騰支援事業が22億1447万6559円、ＬＰガス料

金高騰支援事業が５億3945万9000円等となっており

ます。繰越しとなった主な理由ですが、電気料金高

騰支援事業において、令和５年12月終了予定であっ

た国の電気料金支援が令和６年５月まで継続された

ことに伴い、県独自の電気料金支援も延長する必要

があるが、制度上対象月分の値引きを遡及して行う

ことから、補助金の執行を年度内に完了させること

 ができないため、などとなっております。

　続きまして、教育費におきましては38億454万

7942円となっており、前年度と比較して７億4636万

3386円の減となっております。繰越しとなった主な

事業は、学校施設整備補助事業が15億20万600円、公

立学校施設整備事業が５億9744万6000円などとなっ

ております。繰越しとなった主な理由については、

学校施設整備補助事業において関係機関との調整等

 に時間を要したことなどとなっております。

 　以上です。

○喜屋武力委員  進めます。 

　17ページ、歳出決算の性質別構成比。令和４年度

と令和５年度では人件費が19億8900万円減額となっ

 ているが、これの説明をお願いします。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  今委員おっしゃったよ

うに、令和５年度決算の人件費は前年度と比較して

約19億8900万円減少しております。その要因といた

しましては、給与改定により30億円余りの増加があっ

たのですが、特に令和５年度については定年年齢が

60歳から61歳に引き上げられたことによりまして、

令和５年度末の定年退職者というのがいなかったと

いうことになりますので、例年と比べて退職手当分

が約49億2800万円減少したことによるものでありま

 す。

○西銘啓史郎委員長  休憩いたします。 

（休憩中に、喜屋武委員から、定年退職以外

の普通退職なども含まれているのかについ

て確認があり、代表監査委員から、普通退

職なども含まれているとの説明があった。） 

○西銘啓史郎委員長  再開いたします。 

　喜屋武力委員。 

○喜屋武力委員  進めます。 

　24ページの第９款、国庫支出金ですね、収入済額

2322億9777万4226円で、前年度に比べて618億1581万

11円、21.0％の減となっており、これについての説

 明をお願いいたします。

○友利公子会計管理者  令和５年度の一般会計にお
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ける国庫支出金の収入済額は、委員おっしゃるとお

りに、前年度と比較して618億1581万円余り減額と

なっております。減額となった主な内容ですが、衛

生費国庫補助金が369億6701万6012円の減、商工費国

庫補助金が152億5685万6066円の減、民生費国庫補助

金が94億3272万7468円の減となっております。減額

になった要因としては、新型コロナウイルス感染症

の５類移行に伴う補助対象事業の実績が減ったこと。 

また、ＧｏＴｏおきなわキャンペーン事業の実績減、

生活福祉資金貸付事業費のコロナ特例貸付の終了に

 伴う補助金の減などが要因となっております。

 　以上です。

○喜屋武力委員  ありがとうございます。進めます。 

　27ページ、第16款、市町村たばこ税県交付金につ

いてですね。日本全国で禁煙運動が叫ばれている中

で前年度に比べて３億6850万円、61.7％増加してい

 ることについての説明をお願いします。

○友利公子会計管理者  令和５年度の一般会計にお

ける市町村たばこ税県交付金ですが、委員のおっしゃ

るとおり、前年度と比較して３億6850万円の増額と

 なっております。

　市町村たばこ税県交付金とは、消費・購入が行わ

れる市町村と、たばこ税収の帰属市町村との乖離を

是正するために、各市町村における市町村たばこ税

収が全国平均の２倍を超えた場合は、当該超えた額

をその翌年度に県に対して交付する制度と聞いてお

 ります。

　令和５年度については、令和４年度の浦添市及び

那覇市の市町村たばこ税収額が全国平均の２倍を超

えたため、浦添市から９億1277万5000円、那覇市か

ら5304万3000円を受け入れていると聞いております。

令和４年度における浦添市及び那覇市のたばこ税の

増の主な理由として、税率引上げによる影響や社会

経済活動の活性化が進み、浦添市及び那覇市のたば

この消費本数が増加していることが主な原因と考え

ているということで、総務部のほうから聞いており

 ます。

 　以上です。

○喜屋武力委員　最後ですね、46ページ、沖縄県母

子父子寡婦福祉資金特別会計。配偶者のいない女子

で現に児童を扶養している者、配偶者のいない男子

で現に児童を扶養している者、寡婦に対して、経済

的自立支援の助長として、生活意欲向上を図るため、

低利、無利子で貸付けを行う支援、今回の貸付金が

2456万2383円減少したことに対しての説明をお願い

 いたします。

○友利公子会計管理者  令和５年度の沖縄県母子父

子寡婦福祉資金特別会計における支出済額は１億

2899万5647円となっており、前年度と比較して2254万

 855円の減となっております。

　令和５年度の貸付金額は１億2406万6406円となっ

ており、前年度と比較しまして、2456万2383円の減

となっております。貸付け実績の減ですが、令和２年

度から高等教育の修学支援新制度が導入されたこと

等によりまして、減少傾向となっていると聞いてお

 ります。

 　以上でございます。

○喜屋武力委員  ありがとうございます。　 

 　終わります。

○西銘啓史郎委員長　休憩いたします。 

 午後０時０分休憩

 午後１時19分再開

○西銘啓史郎委員長  再開いたします。 

 　午前に引き続き質疑を行います。

 　仲里全孝委員。

○仲里全孝委員  皆様お疲れさまです。 

　監査の質疑ということで、沖縄県歳入歳出決算審

 査意見書のほうから何点か確認させてください。

 　４ページの（４）をお願いしたいと思います。

　午前中もありましたけれども、財務に関する事務

について不適正なものが見られたとありますけれど

も、まず、そこで監査委員の意見書の中で定められ

た手続によらないというふうな明記がされているん

ですけれども、その内容を教えてもらえないですか。 

○渡嘉敷道夫代表監査委員  令和５年度を対象とし

た定期監査の結果につきましては、現在調整中であ

りますが、その中での主な不適正な内容としまして

は、収入の面では徴収努力や適切な債権管理に努め

る必要があったもの、不納欠損に係る事務手続が適

正でなかったもの、支出の面では給与等が過不足払

いとなっていたもの、支出の事務が定める手続によ

らず適正でなかったものなどが確認をされていると

 ころであります。

 　以上です。

○仲里全孝委員  そこで、皆さんの意見書の中で、

財務事務の執行に当たっては、各職員が財務関係法

規を熟知、遵守し、それぞれの職責を果たす必要が

あるということなんですけれども、この職責という

 のは何を指しているんですか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  午前中にも少し申し上

げましたけれども、まずそれぞれの事務を担当して

いる担当職員というのが入り口になりますので、そ
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こでしっかりと事業に係る根拠となる法令や要綱等

についてきちんと把握をして、それを正しく運用す

るということになります。また上司等がおりますの

で、その上司についてはきちんとそれを踏まえて、

それが適正かどうかをチェックしていくと、最終的

には決裁権者がそれを確認して意思決定をするとい

 うようなことを想定しております。

○仲里全孝委員  そこで、内容についてマニュアル

やチェック体制の整備など、そして職員の研修など

の充実した組織的な対応が必要であるというふうに

書いております。予算経理班などを有効に機能させ

ると、そういったことが皆さんの意見書のほうに書

いております。まず、予算経理班の内容を教えても

 らえないですか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  知事部局におきまして

は、部の主管課のほうに令和６年４月１日から予算

経理班を設置をしております。この予算経理班にお

きましては、これまで部内各課におきまして、各班

長とか、あるいは課長の専決で決裁が終わっていた

ものについて、ある一定額以上のものについては、

ほかの課のものも主管課に設置された予算経理班の

ほうに確認をしてもらうと、報告をするというふう

な仕組みになっております。そういったことで財務

 事務の強化に取り組んでいると聞いております。

○仲里全孝委員  そして、令和７年度から稼動を予

定している新財務会計システムのデジタル技術を活

用したチェック機能の強化を図るなど、組織的な対

応を適切に実施することを求められていると。その

 内容を教えてもらえないですか。

○友利公子会計管理者  財務会計システムに関して

 お答えいたします。

　財務会計システムは、企業会計を除く一般会計、

特別会計及び基金を対象に、日々の収入、支出の管

理等に関する会計事務を処理し、必要な決算資料等

管理資料の作成支援を行うシステムとなっておりま

す。平成16年度から稼働している現行の財務会計シ

ステム2004は、前身の平成３年稼動の旧財務会計シ

ステムのプログラムを継承しており、通算約30年以

上が経過していることから再構築に向けた取組を現

 在進めているところでございます。

　現行システムでは、予算執行伺いから支払いに至

る一連の会計事務処理の中で、予算執行伺いがシス

テム化されておらず情報の二重入力が発生している

ことや、業務の進捗管理が十分に行えていないなど

 の課題があります。

　新たな財務会計システムでは、予算執行伺いのシ

ステム化や電子決裁機能の導入により、一連の事務

処理を電子化し、業務の効率化や執行状況の見える

化を図ります。また、議決を要する予算執行である

旨の注意喚起等チェック機能の強化を図り、執行機

関における適正な予算執行を支援したいと考えてお

 ります。

 　以上です。

○仲里全孝委員  内部統制の機能強化及び効果的な

運用に取り組んでいただきたいというコメントがあ

りますけれども、そこでちょっと確認したいんです

けれども、予算経理班の仕事の役割、そして内部統

制との関わり、どのように関わっているのか教えて

 もらえないですか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  本年４月から設置され

ました予算経理班の具体的な業務内容としましては、

各課共通で総務部から指示をされておりますけれど

も、各課における手続が関係法令等を踏まえた適正

な事務執行となっているか確認を行うこと、また会

計年度独立の原則を踏まえ、部内予算の執行状況等

を把握し、過年度支出等の発生防止の推進に取り組

むこと、また各課に対して適切な助言や支援を行う

 こと等となっております。

　委員おっしゃるように、これについては起案がさ

れて回ってきた段階でチェックをするという仕組み

ですので、そもそもその事務がなされない場合は、

見えなくなります。そういったミスを防ぐためには、

各課において、例えば国補助事業であれば年度末に

ついてはどんな手続をしないといけないかというこ

とについては、想定されるリスクをきちんとリスト

化して、それを各課において常に確認をしていくと

いうようなところは内部統制のほうでやっていくと

 いうふうに考えております。

○仲里全孝委員  ありがとうございます。 

　そこでちょっと確認したいんですけれども、私が

去年に一般質問をしたときに、去年の４月から10月

までの７か月間で、いわゆる行政運営ミスが県庁内

で203件ありました。10月以後、令和５年度において

何件そのような行政運営ミスが発生されていますか。 

○渡嘉敷道夫代表監査委員  今委員がおっしゃった

203件は本年２月に報告をされました内部統制総点検

報告書の数字でありまして、調査対象期間が４月か

 ら10月末までとなっておりました。

　今回、内部統制評価報告書、これは正規のものに

なりますが、令和６年３月末時点のものの数字が報

告されておりまして、その中では304件となっており

ます。ですので、10月以降101件の増加ということに
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 なっております。

○仲里全孝委員  ありがとうございます。 

　令和５年度末までにトータルで304件発生している

と。そこでちょっと確認したいんですけれども、皆

さんが今計画されている予算経理班を各部に配置し

ていくと。現在土木建築部、そして農林水産部に予

算経理班が設置されております。この304件は主にど

こで発生されていますか。どの部で発生されていま

 すか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  報告書については総務

部のほうで作成をしておりまして、また班の設置に

ついても監査ではなくて執行部のほうでの配置にな

ることを申し添えたいと思いますが、報告書の中で

は、財務に関するリスク発現数が多いのが令和５年

度においては、保健医療部、農林水産部、土木建築

 部等となっております。

○仲里全孝委員　ありがとうございます。 

　私もちょっと確認しました。土木建築部、農林水

産部のほうで発生しているのはこれ聞いているんで

すけれども、そこで土木建築部、そして農林水産部、

その２つの部では以前から予算経理班というのを設

置されていると思うんですけれども、それで間違い

 ないですか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  そのとおりでございま

 す。

○仲里全孝委員  これは分かればでいいんですけど、

 この予算経理班の人数を教えてください。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  申し訳ございません、

 職員数はすぐには分かりかねます。

○仲里全孝委員  これまで知事部局からいろんな答

弁があって、代表監査委員も把握をされていると思

うんですけれども、この予算経理班、以前から設置

されているんですよ。設置されているんですけれど

も、令和６年、令和７年度から強化していくとあり

ます。そこでちょっと確認したいのが、私の質問取

りでもちょっと皆さんとかみ合わないところがあっ

て、知事部局はこういうことを我々に答弁している

んですよね。チェックする役割の職員の増員、会計

分野のエキスパートの職員の育成、エキスパートの

配置をするというふうに我々は聞いているんですけ

れども、このエキスパートの職員の配置というのは、

 どこを指していますか、誰を指していますか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  大変恐縮ですけれども、

これは人事課のほうの配置になりますので、こちら

 ではちょっと答弁しかねます。

○仲里全孝委員　ぜひですね、私この組織そのもの

は、皆さんの意見書のとおり、いい配置の考え方で

はないのかなと認識は一致しています。ただ中身――

ＯＪＴとか、いろいろなことを皆さんは取り組んで

いるんですけれども、４ページに皆さんが書いてい

 るいわゆるマニュアルは実際に今ありますか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  沖縄県庁では様々な分

野でいろんな事業が行われておりまして、マニュア

ルも小さいものから大きいものまで全庁共通のもの

もあれば、個別の事業のマニュアル等もあると思い

ます。それはそれぞれの事業において作っていると

 認識しております。

○仲里全孝委員  体制は整いました、これからどう

いうふうに進めていくか、ＳＯＰ――標準作業手順

書とか、マニュアル、チェック体制、皆さんの意見

書に載っているこれは非常に大事なことなんですよ。

これ実際にあるかどうか。全庁的にこういうＳＯＰ、

マニュアル、チェック体制がどうあるべきかという

のが一番大事だと思うんですよ。今後監査委員のほ

うからも、この辺をいろんな角度で部局のほうと調

 整して進めてもらいたいと思います。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員長  米須清一郎委員。 

○米須清一郎委員  １点、不用額についてです。 

　資料は監査委員の審査意見書の４ページにも出て

くるんですが、（３）事業執行についての後半部分で、

不用額は、一般会計と特別会計で合計353億4000万円

近くということで、前年度に比べて5.7％減というこ

となんですけれども、ちょっとここに出てなくて、

事前に少し調べたりしたんですが、このコロナ前よ

りも大分高くなっていますよね。令和元年度以前よ

りも高止まりしているんですよ。要するに事業執行

としては、コロナが影響しているのかというところ

もあるんですけれども、令和５年度の決算の話では

あるんですけど、この不用額について、前年度の対

比での説明が書かれていますけれども、コロナ以降、

高止まりしていることの理由とかということもお聞

 きできればお願いしたいなと思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  今委員からお話があり

ましたとおり、まずコロナ期においては予算現額自

体が１兆円を超えるような形でかなり増えておりま

す。それにつれて不用額自体も多くなっておりまし

て、令和３年度は384億円とかなり大きい額になって

おります。その後、令和４年度は若干下がっていま

すが367億円、そして令和５年度が314億円というふ

うに減にはなっております。コロナ前の令和元年度

 を見ますと178億円という額でございました。
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　ここ10年ぐらいは予算現額に対する不用額が２％

から３％ぐらいの間で推移をしております。今申し

上げたとおり、令和２年度から５年度にかけては新

型コロナウイルス感染症への対応経費の計上が多額

にありました。一方で、その経費の実績減などの影

響による不用額が多額になったものと考えておりま

 す。

○米須清一郎委員  予算規模自体が大きくなって、

決算としての不用額も大きくなっているということ

もあるかと思うんですけれども、率で言ったときに

どんなですか。今ちょっとお話がありましたけど、

コロナ以前の不用額の決算規模に対する割合、そし

 て今回の令和５年度の割合ですね。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  予算現額に対する不用

額の率でありますが、先ほども申し上げましたが、

令和元年度は2.2％程度でございました。令和２年度

は予算現額１兆円を超えておりますが、確かに全体

額も増えていますが、パーセンテージも増えてまし

て３％になっております。令和３年度が3.2％、令和

４年度が3.5％でピークでして、令和５年度は3.2％

 というふうな推移になっております。

　今後は、これが低減していくんじゃないかと考え

 ております。

○米須清一郎委員  それで、高止まりしている感じ

でこの三、四年続いているということですけれども、

その理由というと、ここに令和５年度の理由そして

対策として書かれていますけれども、改めてコロナ

以前よりも高止まりでずっと三、四年続いているん

だけれども、その理由と対策はというと、同じよう

に書かれているようなことになってくるんでしょう

 か。

○渡嘉敷道夫代表監査委員　令和５年度につきまし

ても、3.2％ということで不用率が高くなっておりま

すが、例えば不用額を款別で見みますと不用額が最

も大きいのが衛生費の78億円となっておりますが、

その中の52億円が新型コロナウイルス感染症受入病

床確保事業の１事業の不用額が生じております。で

すので、令和５年度決算まではコロナの影響が大き

く影響しているということですので、今後はこういっ

た特殊要因がなくなりますと、不用額は圧縮されて

 いくのではないかと考えております。

○米須清一郎委員  分かりました。 

  今後、平年並みに戻っていくようなイメージもあ

りますけれども、監査意見として書かれていますけ

れども、これを実際に県庁組織としてどういうふう

にこれを実践していますというところ、お聞きでき

 ればと思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  繰越額も含めて、執行

率を向上させるということが大事だと考えておりま

 す。

　県執行部におきましては、繰越しの手続を従来11月

の議会において繰越承認を得ることとしていたもの

を、９月定例会においてもその繰越しの承認をいた

だくことで、例えば年内から年度をまたぐ工期を確

保して早めに着手ができるとすることで今年度中の

出来高を上げて執行率を高めていくということです

とか、またソフト交付金事業につきましては、各部

局の予算担当総括課で構成する連絡会議を設置しま

して、各部局間の連携、執行管理体制の強化を図っ

ていること。また土木建築部におきましては、工事

に早く着手できるように用地取得事業業務の一部民

間委託化、あるいは工事設計書作成業務の一部民間

 委託などを行っていると聞いております。

○米須清一郎委員  分かりました。以上です。 

○西銘啓史郎委員長  次呂久成崇委員。 

○次呂久成崇委員  よろしくお願いします。 

　歳入歳出決算審査意見書のほうから、お聞きした

いと思います。４ページの事業執行のところですね。 

　こちらのほうで、一般会計の予算の執行率89.3％、

そして不用額は314億1000万円余りということなんで

すけれども、予算規模からして、この執行率と不用

額というのは、九州平均とか全国平均と比較してど

うなのかということで、監査委員の御意見をお伺い

 したいなと思います。

　というのは、今沖縄県でやっぱり職員数が不足し

ているとか、１人で抱えている、課で抱えている事

業数が多いとかというところで、それがこのいろん

な不適正な処理があったというところに影響してい

るんじゃないかなというふうにちょっと私のほうは

思っているものですから、そこを監査委員の意見と

 してちょっとお聞きしたいなと思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  執行率89.3％といいま

すのは、一般会計の全ての部局のトータルでありま

すので、今委員がおっしゃったのは、例えば土木で

すとか、農林ですとかという事業を想定されていらっ

しゃるかと思いますが、それでパーセンテージは一

概にちょっと申し上げにくいんですけれども、九州

の、予算現額が同じぐらいの規模の県と比べまして、

例えば長崎県は90.7％、本県が89.3％、鹿児島県が

88.7％ということで、予算額が同規模の県の中では、

令和５年度に関しては高くなっております。コロナ

の関連経費も含まれますので、ちょっと一概には申
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し上げにくいんですけれども、そういう状況になっ

 ております。

○次呂久成崇委員  ありがとうございます。 

　次に、21ページになるんですけれども、この一般

会計歳入のところで、この税目別県税収入の状況が

あります。こちらのほうで個人県民税、法人県民税、

県たばこ税、ゴルフ場利用税、そして自動車取得税、

この調定額というのが前年度と比較すると全部増額

になっております。この増額となっていることに関

して、監査委員として御意見を聞きたいのは、景気

回復の傾向なのか、どのように捉えているのか伺い

 たいと思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員　今委員から挙げていた

だいた税目については、個人県民税については株式

等譲渡割の増というものであったり、法人事業税に

つきましては企業収益の改善というもの、またゴル

フ場利用税についても利用者が増えたこと、という

のが理由のようであります。これらの税目の増加に

ついては、コロナ禍から社会経済活動の正常化が進

んだことによる影響と考えられます。ちなみに昨年

度の10月時点での日銀那覇支店の県内金融経済概況

によれば、その時点において県内景気は拡大基調に

 あるという評価でございました。

○次呂久成崇委員　今経済状況拡大というお話だっ

たんですけれども、一方でこの不納欠損額というの

は、前年度と比較して増額をしております。その中

でもこの県税というのは3860万円余り増加をしてい

るんですけれども、このコロナ禍の中で収入、所得

が減少して納付ができないといったような背景とい

うのももちろんあったかと思うんですけれども、今

後は、物価高の影響等によって、やはりこの収入済

額とか、不納欠損額というのが、今後増加というの

も見込まれるんじゃないかなというふうに私は

ちょっと見ています。その中で、次の質問に移る前

に、不適正な事務処理というところが、今後こうい

う収入未済額、また不納欠損額の増加も見込まれる

とした場合に、もっとさらに増えていく可能性とい

うのもあるのかなと。要するに事務量はどんどん煩

雑化していくので、そういう懸念もあるんじゃない

かなというふうに私は思っているんですけれども、

 これについてちょっと見解を伺いたいと思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  今委員御指摘の不適正

な事務処理と不納欠損額の関係というのは、ちょっ

とお答えしづらいと思いますが、不納欠損処理につ

きましては、理由が様々で個別の事案に係るもので

ありますので、今般の物価高騰に比例して、例えば

個人県民税等に係る不納欠損が増加するかどうか、

あるいは不適正事案との関係についてはちょっと一

 概に申し上げにくいところでございます。

○次呂久成崇委員　分かりました。 

　次に、財務に関する事務についてですね、先ほど

から他の委員のほうからもあるんですけれども、こ

の県財務規則等に定められた手続によらない不適正

なものという件数は何件あったのか、これ一般会計

とか、特別会計で別々になっているかと思うんです

 けれども、こちらのほうは把握しておりますか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員　今、こちらで申し上げ

るのは令和４年度を対象とした定期監査につきまし

ては、令和５年度で行って、本年の１月に報告をし

たところでありまして、その数字で申し上げたいと

 思います。

　令和５年度については今調整中でありまして、来

 年の１月に公表する予定でございます。

　令和４年度におきましては指摘件数88件となって

おります。その前の令和３年度が61件、令和２年度

 が62件、令和元年度が57件となっております。

○次呂久成崇委員  では、この令和５年度の不適正

な件数等については、その公表というのは年明け令

和７年の１月あたりということなんでしょうか。

 ちょっと確認です。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  定期監査の流れで御説

明しますと、定期監査につきましては、暦年の１月

から12月までが監査年度となっておりまして、監査

委員事務局、または監査委員におきまして１月から

８月まで本庁や出先の監査を行っております。その

後、それまでの状況を調整をして整理をしまして、

監査の結果報告書案を作成しまして、12月に委員協

議会でこれを精査して決定すると、その後の年明け

の１月に知事報告するというような手続になってお

 ります。

○次呂久成崇委員  これは一般会計、そして企業局

等の企業会計も同じ時期ということでよろしいんで

すよね。それでちょっと確認なんですけれども、今

議会のほうでも、いろんな議員のほうからも質問が

出ていました病院事業局の勤務管理システム開発等

についてということについても、これが不適正な処

理だったのかどうかということも含めて、それも来

年の件数になってくるのかなというふうに思います

 が、これについてちょっと確認させてください。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  病院事業会計システム

の件につきましては、令和４年度の契約でありまし

たので、その随意契約の方法について適正でないと
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 いうことで指摘をしたところであります。

　指摘した事案につきましては、後年度の定期監査

でフォローしていくという形を取っておりますので、

今その件については確認をしているところでござい

 ます。

○次呂久成崇委員　分かりました。じゃ、これは不

 適正だったと。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  不適正として指摘した

のは、令和４年度に行った随契については指摘をし

 ております。

○次呂久成崇委員  この監査の視点から見て、病院

事業局のほうでも、一般会計のほうでもあるんです

けれども、県行政が契約業務を行う際に留意すべき

点というのは、どういったところだというふうに考

えるのか、監査委員のお考えをお聞きしたいと思い

 ます。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  随意契約につきまして

は、まずは一般競争入札を原則とする契約方法の例

外として、地方自治法施行令等で定めており、一定

 の場合に限って認められた契約方法であります。

　随意契約を適用する場合は、公平な条件の下で、

競争性、合理性、経済性を客観的、総合的に判断す

るとともに、県民に十分な説明責任を果たせるよう

根拠法令、適用理由、経緯等を明確に整理する必要

があると考えております。また、契約を履行できる

者が特定されるなどの場合には、真にやむを得ない

特別な事情がある場合に可能でありますが、その場

合におきましても同種類似の契約事案が想定される

他部局他機関の状況はどうか、あるいは仕様書の見

直し等によって競争性を確保できないかなどについ

て十分な検証、検討を行う必要があると考えており

 ます。

 　以上です。

○次呂久成崇委員  これまでもいろいろ他の委員も

取り上げてきたんですが、現在、知事部局のほうで

は内部統制の導入、運用が始まっています。ですが、

病院事業局とか教育委員会のほうとかでは、これを

導入せずに、また別の手法で事務の是正改善がされ

ているということなんですが、審査意見のほうには、

この内部統制制度の導入、また有効な活用というこ

とであるんですが、やはりこの監査指摘が多いと私

は思っているんですけれども、これは監査委員から

するとこの内部統制制度を導入、運用していったほ

うがいいと、病院事業局等も含めてやっていったほ

うがいいというふうに私は促しているのかなと思っ

ているんですけれども、これを発生させないために

は、やはり内部統制制度の導入というのは有効だと

いうふうに監査委員のほうでは考えているんでしょ

 うか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  審査意見書のほうで申

し上げている内部統制制度を有効に活用し、という

のは、現在知事部局で行われている、その制度はしっ

かり有効に活用しましょうということでございます。 

　今病院事務局等でも適用すべきじゃないかという

御意見でありますけれども、財務に関する事務等の

適正な執行を確保するためには、各組織において、

まずは実効性のある取組を行うことが重要であると

考えております。知事や市長に対しては、地方自治

法により内部統制体制の整備が義務づけられており

ますが、公営企業管理者等についてはその義務づけ

はございません。ではありますけれども、それを自

主的に取り組むことを妨げるものではありませんの

で、その組織の実情に合わせて、それぞれの各機関

の判断により、例えば知事部局と全く同様の取組で

はなくて、その一部を取り入れるなどの方法はある

 のかと考えております。

○次呂久成崇委員　最後の質問なんですけれども、

会計管理者にお伺いしたいんですけれども、これま

での監査指摘を受けて、会計管理者として適切な――

先ほどの契約事務を進めるためには何をしたらいい

かということで御意見等があればお聞きしたいなと

 思います。

○友利公子会計管理者  まず病院事業局に関しては、

沖縄県病院事業の設置等に関する条例第２条の規定

に基づいて病院事業に管理者というのが設置されて

いて、管理者である病院事業局長の担任する事務の

１つに、契約を結ぶ事務というのがございます。で

すので、このシステム等の契約に関しましては、地

方公営企業法の趣旨に照らして病院事業局が財務事

務の適正な執行に努められているものと理解してお

 ります。

　会計管理者につきましては、地方自治法第170条の

規定に基づき法律、またはこれに基づく政令に特別

の定めがあるものを除くほか、当該普通地方公共団

体の会計事務をつかさどることとなっておりまして、

病院事業局の財務に関する事務については、会計管

理者としてはこの対応ができるという立場にはない

 ということはまずお伝えをしておきます。

　一般的な契約に関しましては、執行部のほうでき

ちんとやっているとは思うんですけれども、念を押

すとすれば、やはり財務規則等をしっかりと理解し

ていただいて、根拠を確認しながらやっていってい
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 ただきたいなというふうに思っています。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員長  高橋真委員。 

○高橋真委員  私のほうからも質疑をさせていただ

 きます。

　監査意見書の３ページ、下の３行目のほうから、

不納欠損についてお尋ねをしたいと思っております。 

　前年度と比較をして約34.3％減少しているという

ことでありました。これは債権というのは、適切に

管理をされていたという状況だったと言えるものな

んでしょうか。監査委員の御意見を聞かせていただ

 きたいと思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  不納欠損につきまして

は、財務規則のほうで債権が消滅した場合には会計

的にも不納欠損処理をするということになっており

ます。まずは債権管理をしっかりすることが重要で

あると考えております。そのため定期監査におきま

しては、債権管理条例や適切かつ能率的な債権管理

のための標準マニュアル等に基づきまして、滞納発

生時から不納欠損に至るまでの取組が適切に実施さ

れているかを確認しているところであります。具体

的には、滞納整理票や記録帳簿等の作成状況、督促

状の発出や催告の実施等につきまして、その実施状

況のチェックシートを作りまして、定期監査のとき

 に確認をしているところでございます。

○高橋真委員  監査の視点から行くと、沖縄県が持っ

ている債権については適切に管理をされた状況の中、

やむを得なく様々な事由によって不納欠損が行われ

 たというふうに私は理解したいと思います。

　この３ページの下のほうに一般会計では諸収入及

び県税と、また特別会計では国際物流拠点産業集積

地域那覇地区特別会計の諸収入ということで、主な

不納欠損の部分で挙げられております。今回この表

記をされた理由はどういう理由だったのかなと。単

純に不納欠損額の金額が大きかったのか、それとも

留意すべき事項があって報告書として記載されてい

 るのか、その辺の真意を教えてください。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  不納欠損額総額に占め

る割合、金額が大きいものとして記載をしておりま

 す。

○高橋真委員  分かりました。 

　要するに金額の大きいものを主なものとして掲げ

 たということでありますね。

　では、不納欠損に関することでありますけど、実

際に各担当部局でもって、その債権の管理のやり方

というのは全部違うと思うんですね。連帯保証人が

いたりとか、もしくは、ちゃんと督促を何日かやり

なさいとかそういうルールが違うという中で、やむ

を得ずこの不納欠損で処理しなければいけないとき、

これ決裁権限はどなたになるんですか。不能欠損を

 決めるときの、債権放棄の。教えてください。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  今の決裁規程について

ちょっと確かなものではないですけれども、各部長

になっていると思います。その間で会計課ですとか、

 総務部を合議していくという形になります。

○高橋真委員  分かりました。ありがとうございま

 す。

　その辺もしっかりチェックされているという認識

を持ちたいと思っております。要するに監査の視点

 ですからね、あくまでも。

　その中で今は債権の管理の在り方を監査委員の視

点でお尋ねしておりますけど、沖縄県が債務者であっ

た場合、要するに債権者がいた場合ですね、その債

務というのは金額が決算書にはほとんど出てこない

んですね。例えば多く取ってしまったから還付する

とか、様々なそういう、要するに沖縄県が債務を負っ

た、各担当課でこういう債務があると思うんですが

表に出てこないんです、この数値。これは監査の対

 象とはなり得ませんか、お尋ねします。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  各部局に対する定期監

査におきましては、支出事務、契約事務等のほかに

県税、手数料等に対する事務について、監査を実施

しております。具体的には、徴収の根拠、金額の算

定、還付金や過誤納付金の発生の理由、支払いの状

況等について、関係書類や事務事業等の実態を調査

して、併せて関係職員から説明を聴取するというふ

うな方法で実施しているところであります。実際に

手数料の過誤納付について還付の案内をしていな

かったなどの件について、指摘をした事例がござい

 ます。

○高橋真委員  ありがとうございます。 

　では、これは決算書とか別添の資料で議会にも提

示をしていただくことは重要だと考えますか。監査

委員の御意見をお伺いします。要するにこの数字が

 全く見えないんです。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  決算書の中の備考の欄

で一部、注記をしているものはございます。例えば

令和５年度決算書ですと61ページになりますけれど

も、収入済額のうちに過誤納金が含まれているとい

 うような注記が備考欄にございます。

○高橋真委員  ありがとうございます。 

　一部表記があるというのは理解はいたしますけど、
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全てであります。要するに債務があるわけですから、

各担当課それぞれ債務を持っているわけで、その債

務をしっかりと県民とか関係機関に還付なり支払い

なりをちゃんとやっている状況がチェックできるの

かというところに不安があるので、それはしっかり

と開示していくことは重要じゃないかと思っている

わけです。今の現状では、もう監査をすり抜けると、

もう後は担当課任せになりますので、それが本当に

適切に扱われているかどうかというのは分からない

状況なんですよ。なので、この辺は監査委員として、

しっかりと議会とかに対して開示して、チェックを

仰ぐという体制のほうがいいのではないかと思って

 いるわけです。いかがでしょうか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  決算書の作成につきま

 しては、執行部のほうで作成するものであります。

　監査といたしましては、先ほど申し上げたように、

定期監査の中でしっかりとそういった過誤納付等が

発生していないか、その取扱いがしっかり行われて

いるかについては、確認をしていきたいと思ってお

 ります。

○高橋真委員  ありがとうございました。 

　すみません、これは代表監査委員の権限ではない

ような気もいたしますので、ただ監査の中ではしっ

かりチェックしているんだということを確認させて

 いただきたかったという意図でありました。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員長  続きまして、瀬長美佐雄委員。 

○瀬長美佐雄委員  まず昨年度コロナが５類移行と

なり、物価高騰対策に何次にもわたる補正もやった

という行政対応でした。2023年度の決算に関して総

 括的な評価と分析についてまず伺います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  令和５年度の一般会計

の決算につきましては、歳入歳出ともに前年度を下

 回ったところでございます。

　その主な要因としましては、歳入については新型

コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の減によ

り国庫支出金が減少したことなどによるものであり

ます。歳出は、同じく新型コロナウイルス感染症対

策関連事業実績減に伴い衛生費などが減少したこと

 によるものであります。

　令和５年度は、新型コロナウイルス感染症対策に

加えまして、物価や電気料金の高騰に対する経済対

策に取り組んでおりまして、その財源として国の交

付金や、財政調整基金の取崩しなどにより対応され

 たことが特徴であると考えております。

　また財政運営につきましては、沖縄県は全国に比

べて実質公債費比率が低く、県債残高も減少傾向に

あるなど、堅実な財政運営が行われている状況にあ

 ります。

　一方で、財政力指数は九州平均を下回っているこ

とや県税等の自主財源の割合が低いことなどから、

引き続き産業振興による安定的な税源の涵養など、

歳入確保に向けた不断の取組が必要であると考えて

おり、その旨の意見を述べさせていただいておりま

 す。

○瀬長美佐雄委員  決算審査意見書の２ページから

５ページにかけてですが、毎年行財政運営や収入未

済額の縮減、あるいは不納欠損処理、事業執行、財

務に関する事務等に関する改善の指摘を行われてい

るわけです。令和４年度の決算時に指摘したことが

改善されたのかどうか、改善が見られたと評価でき

る点、あるいは改善が不十分だというような点では

 具体的な指摘があるのかないのかを伺います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  決算審査意見書におい

て述べました留意点についてですけれども、令和４年

度の審査意見に対する取組改善状況を申し上げます

と、まず収入未済額の縮減及び不納欠損処理につき

ましては、新たな収入未済の発生防止と効率的で実

効性のある徴収を図るため、様々な方策を講ずるよ

う求めたところであります。様々な対策の成果もあ

り、収入未済額は前年度に比べ約3億6000万円、5.7％

 縮減をされております。

　事業執行につきましては、繰越額、不用額の圧縮

に努めるよう求めたところでありますが、令和５年

度は繰越額が約117億円、13.7％の減少。不用額は21億

 5000万円、5.7％減少したところであります。

　また財務に関する事務につきましては、沖縄県財

務規則等に定められた手続によらない不適正なもの

が見られた旨の意見を述べましたが、その後の措置

状況を確認したところ、法令等に基づきおおむね適

 正に是正をされております。

　また最後に、昨年度は特別会計の決算につきまし

て、２つの特別会計で、いわゆる赤字決算になると

いう事案がございましたが、それに対しましては、

今後は年度を通じた収支実績の確認作業を十分に行

い、早い段階で歳入歳出を確定するなど、適切に対

応していただきたい旨の意見を述べたところですが、

令和５年度については適正に対応されているという

 ことを確認しております。

 　以上でございます。

○瀬長美佐雄委員　３ページの（２）収入未済額の

縮減及び不納欠損処理についての意見の中で、35行
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目辺りに福祉制度の活用などを促していると。これ

は大事な観点だと思います。物価高で県民の暮らし

も厳しい中で、そういった指摘をされているので、

実際にそういった対応が現場でなされているという

 ことの評価でいいんでしょうか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  県の債権につきまして

は、履行期限までに履行しないものがあるときは督

促をしなければなりませんが、沖縄県債権管理条例

第４条の規定によりまして、国や地方公共団体等が

講ずる生活の安定に資するための支援等について情

報を提供するよう努めるものとされております。そ

のため、滞納時には債務者の個々の実態把握に努め

た上で福祉制度が活用できる状況となった場合には、

それらの制度の活用を促すことで未収金の縮減等に

 つなげていただきたいと考えております。

　生活困窮者に対する対策としまして、生活困窮者

自立支援法の規定に基づき県及び11市が相談窓口を

 置いて対応していると聞いております。

 　以上でございます。

○瀬長美佐雄委員  ４ページの（３）事業執行につ

いては、資材の調達難や価格高騰等により事業の執

行に影響があったというふうに記述がありまして、

 具体的にどういうふうな影響が見られるのか。

　入札不調も多かったとも聞いています。その件数

とか金額、あるいはその入札不調後、どういうふう

 な対応がされたのかという点で伺います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  入札の不調・不落につ

いては様々な部局で発生しておりますが、全体の件

数等についてはちょっとこちらでは把握をしており

 ません。

　ただ、土木建築部に状況を聞き取りをしたところ

でございますが、令和５年度につきましては、103件

の不調・不落が発生したと聞いておりますが、その

うちの約半数の54件については、再度公告等で契約

済みとなったとのことであります。その入札不調等

の主な要因としましては、資材の高騰、技術者や作

業員の不足等とのことでございました。また残りの

契約できなかった分については、繰越しなどをして

６年度に再度公告をして執行するということを検討

 しているということでございました。

○瀬長美佐雄委員  17ページ、歳出決算の性質別構

成の中で見ますと、投資的経費の単独事業費が増え

ているとあります。その主な要因について伺います。 

○渡嘉敷道夫代表監査委員  投資的経費のうち単独

事業費は224億6500万円、前年度に比べて85億4200万

円増加をしております。増となった主な要因としま

しては、まず県立農業大学校移転整備事業で33.3億

円の増、公共施設マネジメント推進事業で8.9億円の

増、また玉城青少年の家改築事業で6.8億円の増など

 となっております。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員  21ページに移ります。 

　個人県民税とか法人県民税が増えている要因につ

いては先ほど質疑がありましたので、県税の税収の

推移について、10年前、５年前との比較、あるいは

 分析について伺います。

○友利公子会計管理者  令和５年度の県税収入は

1530億6019万7696円となっております。５年前の平

成30年度は1310億6772万2622円で、５年前と比較す

ると219億9247万5074円の増となっております。10年

前の平成25年度は949億5833万3886円で、10年前と比

較をいたしますと581億186万3810円の増となってお

 ります。

　県税収入は10年前からすると、コロナ特例による

徴収猶予などがあった令和２年度を除き、年々増加

傾向となっておりますが、詳細につきましては総務

 部に確認をお願いしたいと思います。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員  順調に伸びているというのがう

 かがえます。

　国税への貢献という点では、これも10年前、５年

 前との比較でどうなっているのかを伺います。

○友利公子会計管理者  先ほどの県税と同様、令和

５年度から５年前の平成30年度、10年前の平成25年

度と比較をいたしますけれども、沖縄国税事務所の

ホームページでは令和５年度分がまだ掲載されてお

りませんので、令和４年度との比較ということで御

 説明いたします。

　令和４年度の徴収決定済額は4517億4778万1000円

となっており、平成30年度の徴収決定済額3938億

8898万6000円と比較すると578億5879万5000円の増と

なっております。同じく、平成25年度の徴収決定済

額2859億 8015万 6000円と比較すると1657億 6762万

5000円の増となっております。国税の徴収決定済額

も10年前からすると、年々増加傾向となっておりま

 す。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員  ありがとうございます。 

　同じ21ページの表の中には、自動車税関係の税収

があります。これも右肩上がりという状況ですが、

それに対する状況、特徴的なものがあれば伺います。 

○友利公子会計管理者  大変申し訳ありませんが、
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自動車税の特徴という部分についてはこちらのほう

で分析をしておりませんので、総務部のほうでお聞

 きいただければと思います。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員  分析というか、自動車税は金額

的にも増えていると思います。その中に含まれてい

る米軍関係の自動車税も含まれているかと思います

 が、どんな状況なんでしょうか。

○友利公子会計管理者  令和５年度の定期賦課にお

ける米軍人軍属等の課税額は、３億3370万円と聞い

 ております。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員  米軍関係の車両は課税率が県民

と違うと、優遇されているかと思いますが、そうい

う意味でのこの制度的な中身とあわせて、県民並み

の課税をすると、米軍関係の自動車税の歳入見込額

 はどうなるのか伺います。

○友利公子会計管理者  総務部によりますと、令和

５年度の定期賦課における米軍構成員の自動車税の

調定額は３億3370万円で、これを地方税法に定める

標準税率で課税をした場合の税額は、令和５年度に

 ついては10億504万円になると聞いております。

 　以上でございます。

○瀬長美佐雄委員  本来は10億円入るというふうな

ことだと思います。復帰後、米軍関係自動車税の徴

税が始まったと思います。遡れば、どれだけの金額

の差額になるのか、県民並みの課税をしていればど

れだけ徴収されたということになるのかを伺います。 

○友利公子会計管理者  総務部によりますと、復帰

後、昭和47年から令和５年度までの52年間の差額の

累計額は、約318億5525万4000円になると聞いており

ます。県条例を適用いたしますと425億2612万円との

 ことでございます。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員  これ日米地位協定の定めだ、日

米合同委員会で決定するものだと。ですから、これ

は是正すれば、それだけ税収が増えるということに

なります。これについて、是正を求めるというふう

な要請をすべきだと思いますが、執行部はどういう

 対応をされているのか伺います。

○友利公子会計管理者  取組について御説明いたし

 ます。

　毎年８月頃に開催される渉外関係主要都道府県知

事連絡協議会、いわゆる渉外知事会を通して、当該

優遇制度を是正することを国に要望しているとのこ

とです。また、県と基地所在市町村で構成されてい

る沖縄県軍用地転用促進基地問題協議会、いわゆる

軍転協においても、日米地位協定の見直しについて

平成12年度以降、毎年国のほうに要請しているとの

 ことです。

 　以上でございます。

○瀬長美佐雄委員  沖縄振興予算の関係について伺

いますが、ＯＩＳＴ、あるいは国直轄の事業を除い

 て、沖縄県が実質関わる予算について伺います。

○友利公子会計管理者  国直轄事業を除く沖縄振興

予算の推移につきましては、令和元年度が1716億円、

令和２年度が1710億円、令和３年度が1721億円、令

和４年度が1450億円、令和５年度が1442億円と伺っ

 ております。

　沖縄振興予算に係る国の決算額につきましては、

 申し訳ありません、把握しておりません。

○瀬長美佐雄委員　一括交付金、ソフト・ハードの

それぞれについて執行率、あるいは繰越金、不用額

 等々についてどんな状況なのか伺います。

○友利公子会計管理者  令和５年度における沖縄振

興特別推進交付金、いわゆるソフト交付金につきま

して、県と市町村合わせました国費ベースでの予算

額は439億円、年度内執行額は391億円となっており、

執行率は89.2％で、前年度85.8％と比べ3.4ポイント

増加していると伺っております。繰越額は41億円と

なっており、前年度48億円と比べ７億円の減と伺っ

ております。不用額は６億円となっており、前年度

 19億円と比べ13億円の減と伺っております。

　次に、令和５年度における沖縄振興公共投資交付

金、いわゆるハード交付金については、国費ベース

での予算額が579億円、年度内執行額は381億円となっ

ており、執行率は65.9％で、前年度72.2％と比べ6.3ポ

イント減少していると伺っております。繰越額は

194億円となっており、前年度172億円と比べ22億円

の増となっており、不用額は４億円で、前年度３億

 円と比べ１億円の増と伺っております。

 　以上でございます。

○瀬長美佐雄委員　一括交付金の全体額としての推

移がどうなってくるのかという点で伺いたいと思い

 ます。

○友利公子会計管理者　沖縄振興一括交付金の推移

 について、当初予算ベースで申し上げます。

　令和元年度が1093億円、令和２年度が1014億円、

令和３年度が981億円、令和４年度が763億円、令和

５年度が759億円と減少傾向が続いていると伺ってお

 ります。

　執行率については、国費ベースで令和元年度の年
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度内執行額が1065億円で執行率は76.3％、同じく令

和２年度は1019億円で77.1％、同じく令和３年度は

 932億円で73.6％、令和４年度は857億円で78.1％、

令和５年度は773億円で75.9％の執行率と伺っており

 ます。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員  一括交付金は今のように減額さ

れていますが、逆に県を通さないで市町村に国が直

接交付する補助金が増えている傾向に見られますが

 どういう推移でしょうか。

○友利公子会計管理者  国が市町村へ直接交付する

補助金のうち沖縄振興特別推進交付金を補完し、市

町村や民間事業者が実施する事業への支援を行うこ

とを目的とした沖縄振興特定事業推進費がございま

 すので、その数字で説明いたします。

　沖縄振興特定事業推進費は令和元年度より開始さ

れておりまして、その交付決定額については、令和

元年度が34億円、令和２年度が50億円、令和３年度

が74億5000万円、令和４年度が75億7000万円、令和

 ５年度が80億5000万円と伺っております。

　執行状況につきましては、国直轄の事業となりま

 すので把握しておりません。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員  どうもありがとうございました。 

　沖縄振興予算と言われるゆえんは、この一括交付

金を創設した理由にもあると思いますが、沖縄県の

自立に向けた、自由度が高くて沖縄の独自性を保障

する仕組みということで創設されてきた。先ほど、

執行率も逆に右肩上がりで頑張ってきているのに、

全体としては減らされ、沖縄県は通さないで、市町

村に国が直接交付する特定推進費は右肩上がり、来

年度は100億円だというふうになっていて、この財政

措置の在り方を含めた検討が必要だと思うんですが、

独自性を保障する振興予算の意味合いについて、ど

のようなことで創設されたのかというふうに、認識

 として伺いたいと思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  沖縄振興一括交付金に

つきましては、今委員がおっしゃったように、沖縄

振興に資する事業を県と市町村が自主的な選択に基

づき実施できる制度として、創設されたものと認識

 しております。

○西銘啓史郎委員長  続きまして、当山勝利委員。 

○当山勝利委員  午前中、そして午後と質疑があっ

たものに関しては、取り下げますのでよろしくお願

 いいたします。

　今通知させていただきました審査意見書２ページ

の自主財源について、まず2.8ポイント前年度より上

回っている理由は午前中でありましたのでそれは取

り下げます。この38.4％構成比というのは、九州平

均に近くはなっているんですけれども、九州でどの

ぐらいの位置なのか、また全国で比較するとどうな

 るのか伺います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  令和５年度におけます

本県の自主財源比率は、委員おっしゃるとおりに、

38.4％でございます。他県については、まだ速報値

ではございますけれども、九州８県中６番目に位置

をしております。全国との比較では、これも速報値

ですが、47都道府県中39番目の位置となっておりま

 す。

 　以上でございます。

○当山勝利委員  ありがとうございます。了解いた

 しました。

　あとですね、その２ページ後なんですが、経常収

支比率なんですけれども、こちらのほうは前年度と

比べると増えていますけれども、その要因について

 伺います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  経常収支比率につきま

しては、人件費や扶助費、公債費などの経常的に支

出される経費に地方税や地方交付税などの経常的に

収入される一般財源が、どの程度充当されているか

を比率で示しております。比率が高いほど財政構造

 が硬直化しているということを示しております。

　前年度より1.4ポイント上昇しておりますが、その

主な要因は地方交付税や臨時財政対策債の減などに

よりまして、経常一般財源が前年度に比べて27億円

余り減となったこと。また経常的経費に充当した一

般財源が、補助費等や物件費が増加したことにより

33億6800万円増となったことなどによるものであり

 ます。

 　以上です。

○当山勝利委員  今説明がありました義務的経費は、

その前のページで少なくなってはいるんですけれど

も、それ以外の要因で増えてということで経常収支

比率の改善がまだまだ見られませんということで、

なかなか改善できないんですけれども、これも九州

各県と比べるとまだ比率で言うと高い、硬直化して

いるということなんですが、ここら辺ちょっと監査

 の御意見を伺いたいと思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  経常収支比率につきま

しては、全国的にも社会保障関係費が増加しており

まして、各県とも近年は高くなっている傾向にござ

います。比率が90％を超える県が約８割となってい
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 る状況にあります。

 　以上でございます。

○当山勝利委員  分かりました。 

　全国的に高くなっていますということなので、国

として何かそこら辺の手当てが必要かということな

のか、それとも地方自治体としての努力が必要なの

 かというところはどのようにお思いでしょうか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  失礼しました。 

　当然全国も高いからいいというわけではございま

せんで、引き続き沖縄県としても経費節減や効率的

・効果的な事業執行及び適切な県債管理に努めるこ

と、また産業振興による安定的な税源の確保に向け

 た不断の取組が必要であると考えております。

○当山勝利委員  ありがとうございます。 

　次に移ります。11ページ、繰越額及び不用額につ

 いて伺います。

　毎年ですね、先ほど質疑でありました前年と比べ

ると減っていると。確かに減ってはいます。改善で

きることは改善できているというところもあるんで

すけれども、でも毎年多額の繰越額が発生している

ということは、監査のほうも執行部に意見されてい

ますし、毎度私も決算特別委員会に出るときはそう

いう質疑をさせていただいているのですが、それで

もやはりなかなか改善できないということに対して、

 ちょっと所見を伺いたいと思います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  繰越しにつきましては、

地方自治法で認められた制度でありますので、一定

程度あることはやむを得ないものと思っております。

しかしながら、事業効果の早期発現のためには、そ

の額をなるべく前倒しをして減らすということが大

事だと思っております。そのため、各部局において

は先ほど申し上げたような繰越しへの承認を早めに

得て、年度内執行を早めに行うですとか、あるいは

工事の発注を早期に行うために、一部民間への委託

を行うことなどの努力をしているところでございま

して、監査としても引き続きその縮減の努力に努め

 ていただきたいと考えております。

○当山勝利委員  私は繰越額が大きいと、次年度の

事業に支障を来たすのではないかなということでい

つも質疑をしているつもりなんですが、特に農林水

産部、それから土木建築部の関係の繰越額が毎年多

いように感じます。所管する部門としては、監査意

見を出されているわけですから、どのような改善努

力をされているかということを説明されているのか

 伺います。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  まず農林水産部農林水

産業費の繰越しにつきましては、その理由としては、

農家さんから圃場区画見直し等の要望があり、地元

調整や設計見直しに不測の日数を要したこと、また

国の経済対策関連で年度途中の補正予算の計上によ

り、事業実施期間が短期間であったことなどが主な

要因であると説明を受けております。そのため、農

林水産部においては、執行率を改善するための対応

策としまして、執行段階で迅速な対応が重要である

ことから、地区ごとに発注状況の確認などの進捗管

理をこれまで以上に徹底をして、事業実施困難地区

があれば実施執行可能地区への変更など、柔軟な対

 応に取り組んでいるとのことであります。

　また土木費につきましては、繰越しの理由としま

しては、関連する工事が遅れて本体工事でも完了が

遅れたこと、用地の取得難航、国の経済対策関連で

の事業実施期間が短期間であったことなどが理由で

あると聞いております。そのため、土木建築部にお

きましては、先ほど申し上げたような対応、民間コ

ンサルタントに工事設計書の作成業務を一部委託す

るなどのほか、公共事業執行土木事務所等会議を開

催して、事業の執行状況、課題の共有、対応策の検

討を部を上げて行っているというふうに聞いており

 ます。

 　以上です。

○当山勝利委員  毎年事案が違うかもしれないんで

すけれども、監査のほうもずっと継続的に何で繰越

しが多いのかということをウオッチしていただいて、

こういう改善努力ができるんじゃないかということ

も、引き続き監査の立場で１つの業務として取り上

げてやっていらっしゃると思うんですけれども、ずっ

と時系列的に追って、何か根源があるのかというの

を少し監査としてもやっていただきたいんですけれ

ども、そこら辺もし答弁できるんだったらいただき

 たい。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  今委員のおっしゃった

視点というのは大事なことだと思いますので、監査

としても部局から事情を聞きながら、監査としてで

 きることを対応してまいりたいと思います。

○当山勝利委員  よろしくお願いします。 

　同じ12ページの災害復旧費において、前年度と比

べて19億5000万円繰越しが増となって、ちょっと大

きい額だなと思って見ているんですけれども、どの

 ような説明があったんでしょうか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員　対前年度増加額の大き

いものを見てみますと、河川等災害復旧費が５億円

余り、漁業用施設災害復旧費が４億4000万円、それ
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から港湾災害復旧費が４億4000万円などとなってお

ります。主な原因につきましては、昨年８月の台風

６号によるものなど、年度途中の被災がありまして、

それが年度末までに工期が確保できなかったことに

 よるものであると説明を受けております。

○当山勝利委員  分かりました。突然の災害の対応

ということで、そうなったということを理解いたし

 ました。

　次の13ページ、不用額なんですが、教育費の不用

が54億円とちょっと大きいなと思って見ているんで

 すが、どのような説明があったんでしょうか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員　教育費の不用額が54億

円でありますが、前年度に比べて27億円余り増加を

しております。その不用につきましては、午前中に

も御説明いたしましたが、主に退職手当の支給対象

人数について見込みを大きく下回ったことによる執

行残であると説明を受けております。教職員につい

てはかなり人数がたくさんいらっしゃいますので、

今回の定年延長に伴って61歳に延長になるんですが、

60歳を機に辞められる方がいるのではないかという

ことで予算を不足のないように計上してあったので

すが、その見込みよりも実際に退職された方が少な

 かったという説明を受けております。

○当山勝利委員　分かりました。ありがとうござい

 ます。

  母子父子寡婦福祉資金特別会計については、午前

中で御答弁がありましたので、ここは取り下げます。 

 　62ページの財産についてです。

　まず財産については、これも監査の対象であると

 いうことで理解してよろしいでしょうか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  監査の対象になります。 

○当山勝利委員  分かりました。 

　土地が４万8949平米増えておりますが、そのうち

公園用地ということで聞いております。どこの公園

 が増えたんでしょう。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  公有財産の土地につい

ては、公園用地に係る土地の購入により１万7559平

米増加をしております。その内訳は４か所の公園が

ございますが、宮古広域公園が9146平米、中城公園

が5699平米、平和祈念公園が2666平米、沖縄県総合

 運動公園が48平米となっております。

 　以上です。

○当山勝利委員  分かりました。ありがとうござい

 ます。

 　無体財産権について伺います。

　まず特許権ですけれども、特許料を自治体がやる

ということは可能だということを伺いました。実態

的に、実際にはその特許料を得ているのかどうなの

か、どういう案件で得ているのかを教えていただけ

 ますでしょうか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  特許権による財産収入

としましては、令和５年度は３件ございまして、合

計13万1698円となっております。農林水産部で２件、

 商工労働部で１件となっております。

 　以上でございます。

○当山勝利委員  もう一つ、育成者権というのもあ

りますけれども、まず沖縄県の持っている育成者権

というのはどういうものがあるのか、概要でいいの

 で教えてください。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  育成者権につきまして

は、畜産関係で牧草、水産関係でモズク、農業関係

でパインアップル、サトウキビ、菊などとなってお

 ります。

 　以上です。

○当山勝利委員  この育成者権というのは、権利を

持っているということは、これを使うというときに

権利料が発生するとかはありますか。使いたいので、

その権利料を支払ってくださいみたいな。使用料っ

 て言ったらいいのかな。

○渡嘉敷道夫代表監査委員  育成者権につきまして

も利用料を得ることができるとなっておりまして、

令和５年度におきましては14万2000円、農業研究セ

ンター、畜産研究センターでの財産収入がございま

 す。

○当山勝利委員　権利というのはやはり管理が必要

なんですよね。例えば先ほど特許料が３件で13万円

が適正なのかとか、この育成者権についてもその支

払いというのがまず適正なのか、それから、この権

利は適正に管理――許可も得ないで使われていない

かとか、そういう管理をすることがとても重要だと

思うんですけれども、そこの管理も当然権利を持っ

ている部署が管理すべきなんですけれども、それが

管理できているかどうかということ自体も、監査の

ほうできちんとチェックしなきゃいけないと思うん

ですよね、監査対象だから。そこら辺はどのように

 お考えですか。

○渡嘉敷道夫代表監査委員　財産管理につきまして

も監査の対象となっておりますので、適正に対応し

 てまいりたいと思います。

○当山勝利委員　ぜひよろしくお願いします。 

 　以上で終わります。

○西銘啓史郎委員長　以上で、会計管理者及び代表
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 監査委員に対する質疑を終結いたします。

 　説明の皆さん、大変御苦労さまでした。

   休憩いたします。

 （休憩中に、執行部退席）

○西銘啓史郎委員長  再開いたします。 

 　以上で、予定の議題は全て終了いたしました。

　次回は、10月30日水曜日午前10時から委員会を開

 きます。

 　委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

 　本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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